
 

 

（   ）

 

 
平 成 2 3年 第 ２ 回 

 

 

三重県議会定例会会議録 
 

 

６ 月 14 日 

第  ６  号

第
６

号
 
６

月

14日
 



 



 －229－

平 成 23年 第 ２ 回 

三重県議会定例会会議録 

第 ６ 号 

○平成23年６月14日（火曜日） 

                                    

議事日程（第６号） 

平成23年６月14日（火）午前10時開議 

第１  県政に対する質問 

    〔一般質問〕 

                                    

会 議 に 付 し た 事 件 

日程第１  県政に対する質問 

                                    

会議に出欠席の議員氏名 

出席議員  51名 

   １  番            下 野  幸 助 

   ２  番            田 中  智 也 

   ３  番            藤 根  正 典 

   ４  番            小 島  智 子 

   ５  番            彦 坂  公 之 

   ６  番            粟 野  仁 博 

   ７  番            石 田  成 生 

   ８  番            大久保  孝 栄 

   ９  番            東      豊 

   10  番            中 西    勇 

   11  番            濱 井  初 男 



 －230－

   12  番            吉 川    新 

   13  番            長 田  隆 尚 

   14  番            津 村    衛 

   15  番            森 野  真 治 

   16  番            水 谷  正 美 

   17  番            杉 本  熊 野 

   18  番            中 村  欣一郎 

   19  番            小 野  欽 市 

   20  番            村 林    聡 

   21  番            小 林  正 人 

   22  番            奥 野  英 介 

   23  番            中 川  康 洋 

   24  番            今 井  智 広 

   25  番            藤 田  宜 三 

   26  番            後 藤  健 一 

   27  番            辻    三千宣 

   28  番            笹 井  健 司 

   29  番            稲 垣  昭 義 

   30  番            北 川  裕 之 

   31  番            舘    直 人 

   32  番            服 部  富 男 

   33  番            津 田  健 児 

   34  番            中 嶋  年 規 

   35  番            竹 上  真 人 

   36  番            青 木  謙 順 

   37  番            中 森  博 文 

   38  番            前 野  和 美 

   39  番            水 谷    隆 



 －231－

   40  番            日 沖  正 信 

   41  番            前 田  剛 志 

   43  番            舟 橋  裕 幸 

   44  番            三 谷  哲 央 

   45  番            中 村  進 一 

   46  番            岩 田  隆 嘉 

   47  番            貝 増  吉 郎 

   48  番            山 本    勝 

   49  番            永 田  正 巳 

   50  番            山 本  教 和 

   51  番            西 場  信 行 

   52  番            中 川  正 美 

  （42  番            欠      番） 

                                    

職務のため出席した事務局職員の職氏名 

事務局長               林    敏 一 

書  記（事務局次長）        神 戸  保 幸 

書  記（議事課長）         原 田  孝 夫 

書  記（企画法務課長）       野 口  幸 彦 

書  記（議事課副課長）       山 本  秀 典 

書  記（議事課副課長）       藤 野  久美子 

書  記（議事課主幹）        加 藤    元 

                                    

会議に出席した説明員の職氏名 

知     事            鈴 木  英 敬 

副  知  事            安 田  敏 春 

副  知  事            江 畑  賢 治 

政 策 部 長            小 林  清 人 



 －232－

総 務 部 長            植 田    隆 

防災危機管理部長           大 林    清 

生活・文化部長            北 岡  寛 之 

健康福祉部長            山 口  和 夫 

環境森林部長            辰 己  清 和 

農水商工部長            渡 邉  信一郎 

県土整備部長            北 川  貴 志 

政 策 部 理 事            梶 田  郁 郎 

政策部東紀州対策局長         小 林    潔 

政 策 部 理 事            藤 本  和 弘 

健康福祉部理事            稲 垣  清 文 

健康福祉部こども局長         太 田  栄 子 

環境森林部理事            岡 本  道 和 

農水商工部理事            山 川    進 

農水商工部観光局長          長 野    守 

県土整備部理事            廣 田    実 

企 業 庁 長            東 地  隆 司 

病院事業庁長            南      清 

会計管理者兼出納局長         山 本  浩 和 

 

教育委員会委員長           清 水    明 

教  育  長            真 伏  秀 樹 

 

公安委員会委員長           谷 川  憲 三 

警 察 本 部 長            河 合    潔 

 

代表監査委員            植 田  十志夫 

監査委員事務局長           長谷川  智 雄 



 －233－

 

人事委員会委員長           飯 田  俊 司 

人事委員会事務局長          堀 木  稔 生 

 

選挙管理委員会委員長         浅 尾  光 弘 

 

労働委員会事務局長          小 林  正 夫 

                                    

午前10時１分開議 

 

開          議 

○議長（山本教和） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（山本教和） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。37番 中森博文議員。 

   〔37番 中森博文議員登壇・拍手〕 

○37番（中森博文） おはようございます。自民みらい会派、名張市選出の中

森博文でございます。議長のお許しをいただき、通算11回目の一般質問をさ

せていただきます。どうかよろしくお願いいたします。盛りだくさんの質問

になりまして、大変レクチャーのほう、御迷惑をおかけいたしました。 

 まず最初に、東日本大震災におきまして被災されました方々に心よりお見

舞い申し上げます。今こそ私たち三重県民が一層元気を出して、また、元気

を発信して、復興支援に取り組まなければならないと思っておるところでご

ざいます。また、被災地でのボランティア活動をする多くの若者の姿を見る

とき、日本の希望を感じるところであります。 

 ところで、４月９日、知事選挙最終日の街頭演説の一こまから、県民の皆

様方に心に残る幾つかのメッセージをこの場で御紹介させていただきます。



 －234－

鈴木候補の応援に来られました小泉進次郎衆議院議員の言葉でございます。 

 今回の選挙、もし自民党対民主党という構図なら応援に来ませんでした。

今回の選挙、もし労働組合は敵か味方かという小さい論点だったとしたら、

英敬さんの応援に来なかったと申されております。また、日本全体を考え、

英敬さんのように若さがあって、元気はつらつ、批判を恐れず、しがらみに

とらわれない若い知事が地方に必要だからあえて応援に来たと申されており

ます。英敬さんはめっちゃ熱い、めっちゃ真剣、めっちゃ情熱を持っている。

日本全国を元気にするため、鈴木英敬知事候補に期待したいと、このように

述べられております。 

 また、その後、鈴木英敬知事候補は自ら次のように述べられております。 

 今回の争点は、三重県を変えるのか変えないのか、しがらみのない新しい

三重をつくるかどうかと申されております。また、特に申し上げたい、政治

とは希望そのものだ、リーダーとは希望そのものだと述べられておられまし

た。また、政府にもっとしっかりしろよと。三重をめちゃくちゃ明るく、め

ちゃめちゃ元気にしたいとも述べられております。 

 そして、日本一若い知事が誕生していただきまして、日本全国を元気にす

るため、私からも鈴木英敬知事に大いに期待をいたします。頑張っていただ

きたいと思います。 

 それでは、通告に従い、知事の言う希望そのものについて質問をいたしま

す。 

 まず初めに、知事の考える希望を持って生きられるこの国のあり方につい

てお伺いします。 

 国を揺るがす天災と言えるものはそう多くありませんが、今回の東日本大

震災はまさにそれに値するものと考えます。４月21日の産経新聞で、日本の

経済学者、拓殖大学学長、日本安全保障・危機管理学会の会長であります渡

辺利夫氏は、大震災以前、多くの日本人は国家と共同体に価値を求めず、自

由な個人として生きることをよしとする気分の中に漂っていたと書いており

ます。今回の大震災は、こんな軽薄な気分に漂う日本人の心を一瞬にして国
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家と共同体という厳然たる価値に目覚めさせました。 

 被災地の復興がいよいよ議論の中心となり始めておりますが、それと同時

に、本当の日本の復興が語られなければならないときが来たと思います。今

回の大震災に当たり、自衛隊、消防、警察、自治体職員などの犠牲をいとわ

ぬ勇気ある献身な姿に改めて敬意をあらわすのは私だけではないはずです。 

 ３月18日付の産経新聞に掲載されておりました記事です。10万人態勢で救

援活動に臨んでいる自衛隊、被曝の危険のある中で陸上自衛隊隊員らは与え

られた任務を確実にこなすだけですと言い残して、福島第一原発上空散水に

離陸いたしました。任務の要請にだれひとり断る者はいなかったそうです。

ネットやツイッターの書き込みによりますと、自衛隊員の妻らしき人物から、

「大丈夫、無理しないで」とメール、それに対し夫からは、「自衛隊、なめ

るなよ。今無理しないでいつ無理するんだ」という返事が返ってきたそうで

す。 

 また、被災地の人たちが、困難な状況の中で天をのろわず、他を思いやり

助け合う姿に多くの外国の人たちが感嘆と称賛の声を上げられました。勤勉、

誠実、忍耐、感謝、報恩など、古来より私たちの祖先が大事にしてきた伝統

的精神であります。今の私たちに綿々と継承されているものと考えます。 

 私は昨年６月、一般質問で希望を持って生きられるこの国のあり方につい

て質問させていただきました。野呂前知事は、目指すべき姿でなく、具体例

として、社会で子どもを育てるための子ども手当の必要性などを答えるにと

どまりました。 

 今改めて鈴木新知事にお尋ねいたします。本当の日本の復興という観点か

ら希望を持って生きられるこの国のあり方について、特に国家と共同体の価

値について、知事の御所見をお伺いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） おはようございます。 

 中森議員の激励に心から感謝をし、全力で取り組んでまいりたいと考えて

おります。 
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 中森議員より御質問のありましたこの国のあり方、特に国家と共同体の価

値についてでありますけれども、私の考えを述べさせていただきます。 

 東日本大震災の発生により我が国は未曾有の危機に直面し、私たち国民一

人ひとりは生活のあり方そのものの見直しを迫られています。こうした状況

において、国には被災地の復旧復興はもとより、日本経済の立て直し、日本

の再生に向けて強力なリーダーシップを発揮し、しっかりとその役割を果た

すことが求められています。 

 一方、被災地では、多くの人々が家族や地域のきずなに支えられ、また、

勇気づけられるなど、共同体の大切さが再認識されています。そして、国民

の間にも、人の役に立ったり、地域で必要とされる役割を果たしたりするこ

との大切さを感じる人たちが増えています。 

 戦後最大の国難とも言えるこの危機を乗り越え、活力ある日本を再生して

いく上で、国民が心を一つにして取り組むのはもちろんのこと、一人ひとり

がこれまで以上に自らの住む地域に対し愛着を感じ、かかわっていくことが

大切だと考えております。 

 中森議員より御指摘がありました希望についてでありますけれども、希望

というのは二つの側面があると思います。その個人が持つ、こうありたい、

こうなりたいという願い、それと、周囲の環境であったり社会の状況に対し

て将来に対して明るい見通しを持つことができるという、自分の願いという

側面と社会とかに対する将来の明るい見通し、というこの二つの側面がある

と思っておりますので、個人がそういう願いを持てるようなサポート、ある

いは行政として将来明るい見通しを持てるような仕事、そういうものをしっ

かりと両面にわたり県民の皆さんのためにやってまいりたいと思っておりま

す。 

 また、国家も共同体も構成するのは個人であります。その個人が自立をし、

安心して幸せに暮らすということが大切であり、共同体も個人がそういう生

活をできるように、きずなを持ってやっていくということにやはり価値があ

り、国家においても外交や安全保障、そのような観点においても個人が自立
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をして安心して幸せに暮らせるようにするために、ぶれずに国家像を持って

やっていただく必要があると思いますし、不断の変革も必要であると、その

ように考えております。 

   〔37番 中森博文議員登壇〕 

○37番（中森博文） 御答弁ありがとうございました。よろしくお願いをいた

します。 

 東日本大震災から３カ月がたちました。そんな中、さきにも御紹介いたし

ましたけれども、心が清まり胸を打たれる話題がたくさんあります。一つ御

紹介いたしますが、３月16日の読売新聞でございます。 

 そもそも皇居のある東京都千代田区は計画停電の対象になっていません。

しかし、両陛下は、東京電力が停電を見送ったときも電気を消されました。

宮内庁によりますと、自主停電は、停電に伴う様々な困難を、停電が実施さ

れている地域の人々とともに分かち合いたいとのおぼしめしから始められた

そうでございます。被災地をお見舞いされました天皇両陛下のお心遣いは、

被災者やかかわる関係者に勇気と希望を与えてくれました。 

 そして、次の質問に入らせていただきます。希望を持って生きられる子ど

もたちに関する政策について質問をいたします。子どもは国の宝です。 

 まず最初に、今回の福島第一原発事故にかかわり、希望を持って生きられ

る支援策について御提案をいたします。 

 被災されました子どもたちが被曝のおそれがある環境にさらされています。

未来ある子どもたちが大変心配です。福島第一原発事故被災児童・生徒の他

県受け入れ計画の策定、つまり子どもたちの避難シミュレーションです。こ

の策定について、国が本来していただかなくてはいけないことですが、国に

働きかけていただきたいと強くお願いするものであります。 

 そして、その上で三重県への集団受け入れ表明を率先してお願いいたしま

す。三重県内の廃校や空き教室の活用など、受け入れ態勢についてもいろい

ろと問題はありますけれども、そういうような対策をお願いしたいと思いま

す。知事の御所見をお伺いいたします。 
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 次に、中学校教科書採択について質問をさせていただきます。 

 昨年、私は、教科書選定は慎重かつ適正にされるべき責任の重い判断が求

められるという観点から、小学校における新しい教科書の採択について教育

長の御所見をお伺いいたしました。当時の教育長は、市町教育委員会の権限

と責任において適正かつ公正に採択されるよう支援するという回答にとどま

りました。 

 いよいよ今年の夏、中学校の教科書の採択が行われます。御承知のとおり、

新しい教育基本法では伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国

と郷土を愛することが教育の目標の一つとして示されました。これら教育法

規の改正に基づき学習指導要領の改訂が行われ、教科書会社は教科書の編さ

んを行いました。しかしながら、今年３月に検定合格となった教科書を調査

すると、私自身がいかがなものかなと首をかしげるものが幾つかございまし

て、御紹介させていただきたいと思います。 

 まず一つが、国土防衛や災害派遣で活躍していただいている自衛隊を、憲

法違反と疑える集団であるというような紹介をしているような教科書も見受

けられました。また、拉致問題が北朝鮮との関係好転を阻害している問題で

あるかのような記述をしている教科書、また、竹島や尖閣諸島など、外務省

の公式見解と異なる領土見解を唱える教科書、さらには日本の神話を学習指

導要領に反してきちんと教えていない教科書、最後に、日本人の勤勉の象徴

である報徳思想を唱えた二宮尊徳や上杉鷹山を教えない教科書、鷹山を軽視

してはいけませんね。ここはちょっと笑いのところでございますが、このよ

うな記述の教科書が散見されます。今年度の教科書の採択に向けて教育長の

御所見をお伺いいたします。 

 次に、スポーツ振興政策についてお伺いします。 

 プロ野球、楽天イーグルスやサッカーＪ１、ベガルタ仙台の試合は、地元

の皆さんに勇気と希望を与えてくれました。東日本大震災復興におきまして

も、スポーツの果たす役割は大きいと考えます。 

 三重県のスポーツ振興政策は、３月策定されました三重県教育ビジョンに
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よりますと、県民総参加で取り組む子どもたちの輝く未来づくりを目指すと

されています。一方、全国レベルの大会における本県の競技成績は低位にあ

ることから、競技人口の拡大と競技力の向上が求められています。 

 ちょっとお願いしまして、パネルをごらんください。（パネルを示す）こ

れは三重県の国民体育大会男女総合成績、いわゆる天皇杯の順位でございま

して、残念ながら、平成18年、35位、19年、37位、平成20年、40位、21年は

44位、三重県体育協会も頑張っていただいて22年は32位まで上げていただき

ました。こういう状態です。低位の状態が推移していることから、やはりも

っともっとスポーツ向上に取り組んでいただきたいなと、このように平素か

ら思っているところでございまして、今後、国民体育大会、三重県大会など

の開催が見込まれます。本県のスポーツ振興を図る上で、国体などの全国レ

ベル大会の招致をどのように考えておられるのか、知事の御所見をお伺いい

たします。 

 もう１点、希望を持って生きられる子どもたちに関する水環境の保全政策

について質問をいたします。 

 子どもたちが未来に希望を持ち、心豊かに成長していくためには、身近な

自然環境を保全し、次世代に継承していくことが必要であります。特に水環

境を保全することは、近くの川での水遊びや魚釣りなど、子どもたちにとっ

て大切な体験をする上でも重要であると考えます。 

 三重県の生活排水処理施設の整備率は非常に高いわけですけれども、特に

三重県は浄化槽の役割が大きいと伺っておりまして、少しパネルをごらんく

ださい。（パネルを示す）これは合併処理浄化槽と単独処理浄化槽というの

が２種類に分かれていまして、もう既に単独処理浄化槽は製造中止になって

おりますけれども、まだまだ既設の単独処理浄化槽が残っている現状にあり

ます。 

 これはよく言われておりますが、いわゆる汚れというのは、私ども１人１

日当たりの汚濁というのか、汚している量をあらわすのにＢＯＤという量を

使うんですけれども、それが40グラムとされております。40グラム、全体で
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ね。そのうちのし尿が13グラム、生活雑排水が27グラムと言われております。 

 単独浄化槽で除去率が65％ですので、５グラムになります。生活雑排水は

そのままですので27、合わせて32グラムということで、40グラムが32グラム

になると、こういう表です。 

 合併処理浄化槽については、し尿、13、生活雑排水、27、合併ですので合

わせまして処理され、除去率が90％、何と４グラムになるという計算です。

そうすると、32対４、８分の１ということで、もう歴然と合併処理浄化槽に

進めるべきと、このように思います。 

 このため、県におかれましても、浄化槽法に規定する定期的な保守点検や

放流水の水質の法定検査の適正な執行が求められております。残念ながら、

検査機関は民間にごたごたがありまして非常に心配しております、私ども、

非常に関心を持って今推移を見守っているところでありますけれども、しっ

かりと取り組んでいただきたい、この気持ちで思っているところでございま

すが、その上で今後、単独処理浄化槽やくみ取りから合併処理浄化槽への転

換を促進し、適正に管理することがきれいな川の水質を確保していく上で極

めて重要と考えます。 

 そこで、子どもたちが希望を持って生きられる将来に向けた水環境の保全

政策、特に生活排水対策としての合併処理浄化槽の整備について県御当局の

御所見をお伺いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 中森議員より御質問のありました福島第一原発事故被災

児童・生徒の他県受け入れ計画について答弁させていただきます。 

 現在、福島第一原発の事故の対応が遅々として進まない中、福島県並びに

周辺自治体の住民の皆様におかれましては、放射性物質の人体への影響のお

それなど、先の見通しのつかない不安感に日々さいなまれているものと心中

お察しするところであります。一日も早い収束に向け、その対応に関して国

に対しても様々な場面で働きかけを行っていきたいと考えております。 

 県においては、この福島県をはじめ、被災地から本県に避難される方々を



 －241－

支援するため、震災発生後の３月22日に被災者受け入れのための情報窓口を

設置し、県内の市町や企業、団体、個人から申し出いただいた住宅の情報を

収集し、被災地に向け発信してまいりました。 

 このような取組を通じて、被災地から三重県へ避難されている方は６月７

日現在178名となっており、うち福島県からは最多の125名となっております。

また、同日現在の県内公立学校における児童・生徒の受け入れ状況は、小、

中、高、特別支援学校を合わせ69名となっており、うち福島県からは34名と

なっています。なお、現在までに受け入れた児童・生徒については、そのほ

とんどが保護者とともに本県に避難してきております。 

 このようなことから、児童・生徒の集団受け入れを実施する場合には、家

族のきずなというものを大切にしながら、住居の確保や保護者の就労環境、

そういうものをきめ細かに配慮する必要があると考えております。また、そ

のためには、実際に受け入れを行う市町の体制や環境の整備も課題となって

きます。 

 このような課題もありますが、被災地の実情も踏まえた上で必要に応じて

国が責任を持って対応するよう働きかけていくことも考えてまいりたいと思

いますし、ぜひ三重県へというお声があるのであれば、それについてもしっ

かりと対応してまいりたいと考えております。 

 先般の報道でもありましたけれども、福島県や宮城県の被災者の方で地元

に戻りたいかどうかというアンケート、１カ月後は65％の方が地元に戻りた

い。今だからこそここを離れたくないという結果が出ていましたが、３カ月

後、つい最近のアンケートでは47％、地元に戻りたいという気持ちが少し低

下をしているという状況であります。我々も様々な受け入れの施策をとって

おりますけれども実績が上がっていない面もあり、地元にいたいと最近まで

思っておられた方が多いと思うんですが、やはり遅々として進まない対応な

どもありまして、少しニーズも変わってきているのかなというふうに思って

おりますので、そういうきめ細かなニーズをしっかりと把握して対応に取り

組んでまいりたいと考えております。 
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 あわせまして、中森議員より御質問ありましたスポーツ振興、全国規模の

大会の招致、このあたりについての私の考え方、申し上げたいと思います。 

 スポーツは、未来を担う子どもたちの健全な心と体をはぐくみます。また、

オリンピックなどの競技スポーツに打ち込む選手の姿は、子どもたちに夢や

感動、希望、勇気を与えます。子どもたちが将来に希望を持ち、さらには三

重を元気にするためには、スポーツ振興は大変重要な役割を有していると考

えております。 

 本県におけるスポーツ振興については、教育委員会において平成23年３月

に、生きがいのある生活と活力ある生涯スポーツ社会の実現を基本理念とす

る第７次三重県スポーツ振興計画を策定したところであります。10年後の目

指すべき姿として位置づけている、学校で子どもたちが元気に輝いている姿

や多くのトップアスリートが育ち、世界や国内で活躍している姿などを実現

するため、現在取組を進めているところであります。 

 平成30年には、全国高等学校総合体育大会が東海ブロックにおいて開催予

定となっています。また、国民体育大会は、財団法人日本体育協会の定める

大会開催の地域区分と順序によると、都道府県を東、中、西の３地区に区分

し、輪番で開催されます。平成33年には中地区の東海ブロックにおいて開催

される予定となっております。大規模なスポーツ大会を開催することは、ス

ポーツをする、見る、支えるといった様々なかかわりにより、人と人、地域

と地域がつながり、県全体に活力を生み出す絶好の機会であります。 

 国民体育大会については、今後、各市町や関係機関、団体等との十分な協

議を図ることが前提ではありますが、財団法人日本体育協会及び文部科学省

と招致に向けての調整を前向きに進めてまいりたいと考えております。 

   〔辰己清和環境森林部長登壇〕 

○環境森林部長（辰己清和） 私のほうは、４点目の水環境の保全という観点

から、合併浄化槽の整備についてお答えいたします。 

 県内の河川、47河川、62水域、ここを対象にいたしましてＢＯＤ、生物化

学的酸素要求量を国の環境基準で定めておりまして、ここの達成状況が平成



 －243－

22年度におきましては94％と、比較的高い達成率となっておりますが、一方

で、県の施策目標でございます水浴びや水遊びができる水質、ＢＯＤで２ミ

リグラム以下ということとしてございますが、この河川の割合は平成22年度

で84％と、今後も改善が必要な状況でございます。また、海のほうの伊勢湾

のＣＯＤ、これは化学的酸素要求量ということでございますが、この環境基

準の達成率は近年40から60％程度で推移しておりまして、陸域から流入する

生活排水などの汚濁を低減していくことが必要となっております。 

 こうしたことから、県では昨年４月に生活排水対策推進本部、これを設け

まして、県土整備部、農水商工部、環境森林部が一体となって生活排水対策

を進めておりまして、本年度中に生活排水処理アクションプログラム、平成

18年に作成したものを見直して、効率的、効果的な整備を行うこととしてお

ります。 

 浄化槽の整備についてでございますが、御指摘のとおり、三重県では家屋

が散在する中山間が広いと。そのような地域では、下水道や集落排水施設な

どの集合処理よりも、むしろ個別処理でございます合併浄化槽の果たす役割

は大きなものとなっております。 

 しかし、県内の浄化槽の設置状況、これは平成21年度末で全体の設置基数

約24万基のうち、単独浄化槽がいまだ13万8000基、これはもう製造されてお

りませんが、それが残っております。先ほどございましたように、これら河

川等への影響が大きい単独浄化槽から生活雑排水を処理する合併浄化槽への

転換が重要となっておると認識してございます。 

 そのため、単独浄化槽やくみ取りから早期に合併浄化槽への転換が進むよ

う市町村に対して助成制度がございますが、現行の補助制度の見直しを本年

度中に行うこととしており、一層合併処理浄化槽を進めていきたいと、この

ように考えております。 

   〔真伏秀樹教育長登壇〕 

○教育長（真伏秀樹） 私のほうからは、教科書採択について御答弁申し上げ

たいと思います。 
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 平成24年度に使用いたします中学校用教科書につきましては、昨年度、教

科用図書検定基準等に基づきまして検定が行われたところでございます。同

検定基準のほうでは、記述内容が特定の事項等に偏らず、調和がとれている

ことや一面的な見解とならないよう十分配慮すること等が定められていると

ころでございます。 

 教科書の発行者は、学習指導要領や検定基準等をもとにそれぞれの編集方

針を踏まえて教科書を作成しておりますので、例えば地理、歴史等の記述に

ついても教科書ごとに特色が見られるところでございます。 

 各市町におけます教科書の採択につきましては、検定に合格をいたしまし

た教科書の中から採択権者でございます市町教育委員会の権限と責任におい

て行うものでございます。採択を行うに当たりまして、市町教育委員会は保

護者や学校の教員等から成ります採択地区協議会を設置いたしまして、調査

研究を行っております。その結果に基づき、最終的に市町教育委員会が採択

をするという形になります。 

 県教育委員会のほうでは教科用図書選定審議会を設置いたしまして、選定

に必要な資料を作成して市町教育委員会に送付することなどを通じまして、

市町教育委員会への適正な採択の確保に向けて指導、助言を行っているとこ

ろでございます。 

 教育委員会といたしましては、地域や生徒の実情に応じた適正な教科書採

択が円滑かつ適正に行われるよう引き続き支援をしてまいりたいというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

   〔37番 中森博文議員登壇〕 

○37番（中森博文） 御答弁ありがとうございました。よろしくお取り組みい

ただきますよう、それぞれよろしくお願いいたします。 

 時間が押してきましたので、次の質問に入らせていただきます。 

 次は、弱者に対する「希望」政策について質問いたします。 

 まず、福祉医療費助成対象者の拡大についてであります。 
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 乳幼児医療費助成の拡大については、６月10日の一般質問で中川、森野各

議員からも質問されました。同趣旨ですので、私からも乳幼児医療費助成拡

大について強く要望させていただきます。 

 また、平成20年11月会議におきまして障がい者医療費助成に関する請願が

採択されました。障がい者医療費助成については、県制度のみで実施してい

るのは４市町で、残り25市町は何らかの上乗せを実施しております。うち３

市は精神障がい者に対する上乗せも行っていただいております。 

 県におかれましては、精神障がい者２級通院の医療費助成の検討がされて

おりますが、身体障がい者と同じように、精神障がい者１級入院、２級、３

級の対象者への医療費助成の拡大について県御当局の御所見をお伺いいたし

ます。 

 次に、伊賀地域における救急医療体制の整備についてお伺いいたします。 

 名張市、伊賀市では、伊賀地域の両公立病院におきまして常勤医の減少が

深刻化しまして、救急機能の集約が困難、昨年12月には地域医療再生計画の

変更を行ったところであります。10日の一般質問で伊賀地域の各議員からも

質問をされました。伊賀地域の医師確保対策をはじめ、救急医療体制の整備

に特段のお取組を心からお願いし、改めてその決意をお伺いいたします。 

 さて、傷病者の搬送及び医療機関による受け入れをより適切かつ円滑に行

うため、消防法の改正が行われ、三重県におきましても、平成22年９月14日

に傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準が策定され、本年４月１日か

ら適用されております。この基準でリスト化されている医療機関は地域で輪

番制を行っている施設もありまして、個々の医師体制や受け入れ可能ベッド

状況など、刻々と変化しております。現在、県において救急医療情報システ

ムの更新が予定されており、これらの課題を解消していただくシステム構築

をお願いするものでございます。 

 また、伊賀地域の救急隊は、津市方面のほか、搬送時間も考慮しまして奈

良県の医療機関へ受け入れをお願いし、何とかしのいでいる状況であります。

奈良県が進めている救急医療管制システムなどにより、伊賀地域など県外の
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救急隊の受け入れに支障が出るかなと心配しているところであります。今後、

医療機関のリストや救急医療管制システムの県境を越えた共用など、同基準

の運用について奈良県との十分な協議、調整が必要と考えます。 

 そこで、三重県の傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の運用にお

ける、リスト医療機関の応需情報の提供及び隣接県との調整の実施について

御当局の御所見をお伺いします。 

   〔山口和夫健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（山口和夫） それでは、福祉医療費助成と救急医療体制等の

３点に関しまして御答弁申し上げます。 

 まず、精神障がい者の医療費助成につきましては、県の補助制度として平

成20年９月から精神障がい者１級通院について対象としておりまして、現在

３市が県の補助対象よりも拡大して実施しております。 

 精神障がい者の補助対象の拡大につきましては、これまで、県及び実施主

体であります市町で構成いたします福祉医療費助成制度改革検討会におきま

して、課題の一つとして検討されてきたところでございます。その中では、

障がい者の医療費助成につきましては、高齢化の進行に伴い助成額が毎年大

きく伸び続けていくことから、制度の持続性をどう確保していくかという将

来的な課題も指摘されているところでございます。 

 このようなことから、まずは安心して子育てできる環境を整備する観点か

ら、子どもの医療費助成の対象拡大を優先して検討したいと考えております。 

 また、いずれにしましても、制度の見直しに当たりましては、県財政の状

況を踏まえるとともに、実施主体であります市町においても新たな予算措置

や条例改正が必要となりますことから、今後、市町と十分に協議しながら検

討を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、救急医療体制に関してでございますが、伊賀地域におけます二次救

急医療につきましては、平成20年４月から３病院、名張市立病院、上野総合

市民病院、岡波総合病院による輪番体制により実施しています。しかしなが

ら、輪番開始時より医師が減少し、二次救急医療体制は大変厳しい状況が続
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いております。 

 これまで県におきましては、二次輪番病院の当直医師の確保に必要な経費

を助成するとともに、医師確保のため、三重大学への働きかけやバディホス

ピタルシステムを活用して県立総合医療センターから上野総合市民病院へ、

市立四日市病院から名張市立病院へ診療支援を行ってきたところでございま

す。 

 さらに、寄附講座を活用した医師確保について支援を行い、名張市立病院

においては関西医科大学や奈良県立医科大学からの医師派遣が実現するなど、

県内外の関係機関と連携する動きも出ております。 

 このように様々な取組を行っておりますが、依然として伊賀地域の二次救

急医療体制は大変厳しい状況にあると認識しております。このため、限られ

た医療資源を活用いたしまして効率的な医療提供を行うためには、医療機関

の機能分担と連携を促進することが必要不可欠となっております。 

 地域医療再生計画では、上野総合市民病院と名張市立病院の両公立病院を

中心に、それぞれの特色を生かした診療機能ごとの機能分担を行い、専門性

を高めながら質の向上を図ることで、医療従事者にとっても魅力ある病院づ

くりや医療ニーズに対応できる体制を整備し、将来的な医師確保や救急医療

体制の確保を目指すこととしております。 

 県といたしましては、地域の主体性を尊重しながらこれらの取組を積極的

に支援してまいります。また、さらに、今後も医師確保対策チームによる県

外等からの医師確保や伊賀市、名張市による寄附講座の設置支援などを行い、

輪番病院の医師確保に積極的に取り組んでいきたいと考えております。 

 最後に、救急医療情報システムに関してでございますが、現行の救急医療

情報システムにつきましては、軽症の患者を対象として初期救急医療機関を

案内することを目的としておるため、救急搬送に利用できるものとはなって

おりません。このため、現在再構築中の新システムにつきましては、救急搬

送にも利用できるシステムとし、例えば当直医の担当科目を入力できるよう

にするなど、新たに救急搬送用の情報入力画面を設けることを考えておりま
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す。 

 次に、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準につきましては、地域

における現状の医療資源を前提に県単位で策定したものでございます。本県

の実施基準は平成23年４月から運用を始めたところであり、その運用状況を

検証しながら、よりよい実施基準に見直していくことが必要であると考えて

おります。 

 一方、奈良県におきましては、平成23年１月から実施基準が運用されてお

ります。本県と奈良県の実施基準の医療機関リストに、両県の受け入れ先医

療機関を相互に記載し運用することにつきましては、受け入れ先医療機関の

理解など運用面におけます課題がありますことから、調整が必要であると考

えております。このため、今後、本県及び奈良県、さらには本県と隣接いた

します愛知県、和歌山県等の運用状況を見ながら、連携、調整を行っていき

たいと考えております。 

 さらに、奈良県の救急医療管制システムにつきましては、救急隊員が患者

の症状をタッチパネルに入力すると受け入れ先の医療機関リストが画面に表

示される仕組みとなっているものですが、これにつきましては、平成23年秋

の稼働に向けて現在試行運用が行われていると聞いております。このシステ

ムの県境を越えた共用につきましては、奈良県の状況を把握しながら、可能

な連携方法があるかどうか、今後検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔37番 中森博文議員登壇〕 

○37番（中森博文） ありがとうございます。 

 くどくと言うたら失礼なんですけれども、いろいろと消防隊員が救急を受

けてなかなか受け入れが決まらないという現実がございまして、30分ルール

というのがありまして、30分を超えると第三次ということとなりますけれど

も、お聞きしますと、私ども伊賀地域で輪番制が始まって、20年度からもう

３年以上たつんですけれども、受け入れ不能になった件数、これは非常に申

し上げにくいんですけれども、平成20年で242件、21年で267件、22年で221
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件と。３日に２件受け入れ不能なんです。非常に厳しい状況が数値でわかっ

ていただけると思います。一刻も早い医療体制の整備が必要ですけれども、

残念ながら、伊賀地域の救急医療体制は崩壊寸前でありまして、伊賀地域の

県民の命が守れない状況であります。 

 県の職員においては、この第一義的問題を各市長に責任があるというお考

えを持たれている職員も残念ながらおられまして、改めて二次救急医療にお

きまして広域自治体であります県の責任において整備すべきものと私は考え

ておりますが、県当局の御所見を再度お伺いします。 

○健康福祉部長（山口和夫） 二次救急医療に関してでございますが、まず、

入院や手術を要する二次救急患者に適切な医療が提供されるよう、市町が中

心となって病院群輪番制などによる二次救急医療体制の整備が行われており

ます。県といたしましては、輪番病院の非常勤医師の雇用や勤務医の休日、

夜勤の手当に支援などを行っております。また、高度で専門的な医療を提供

いたします救命救急センターを設置するなど、三次救急医療体制の整備に努

めているところでございます。 

 しかしながら、医師不足などにより、先ほどございましたが、伊賀地域な

どにおいて救急医療体制の維持が困難な状況となっておりまして、救急医療

体制の整備、充実を図る上では医師の確保が課題となっております。 

 このため、県といたしましては、市町、三重大学や医療関係団体等と連携

しながら、医師、看護師をはじめといたします医療従事者の確保など、安全

で安心して暮らすことのできる三重の実現に向けて、地域の救急医療体制の

整備に引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔37番 中森博文議員登壇〕 

○37番（中森博文） ありがとうございます。 

 二次救急医療につきましては、もちろん市との協力を強調するというのは

当然ですけれども、最終的には県の責任においてイニシアチブを発揮してい

ただいて、これまで以上に積極的なお取組を強くお願いをいたします。 
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 次に、震災後における今後の三重県の「希望」政策についてお尋ねをいた

します。 

 選挙期間中ですけれども、再度繰り返しますけれども、知事は三重県をめ

ちゃめちゃ明るく、めちゃめちゃ元気にしたいと、このようにも述べられて

おりまして、この「めちゃめちゃ元気」という言葉を使わせていただきまし

た。幾つか御提案をさせていただきますのでよろしくお願いいたしますが、

提案の中には私の所管する委員会の課題もございますけれども、お許しをい

ただき、基本的な考え方、方向性についてあえてお伺いをいたします。 

 まず最初に、大規模太陽光発電、メガソーラーについてであります。 

 今回、浜岡原発が停止されました。また、関西電力も15％の削減の話もあ

ります。課題はあります。津波対策を講じて再開するまで一定の年月が必要

であります。そう簡単にはいかない。今こそ太陽光発電など新エネルギーの

導入や拡大が求められております。 

 そこで、知事のメガソーラー構想、大規模太陽光発電のお考え、また、中

部電力と関西電力がともにかかわれる利点や日照時間、危機管理上有利な地

域に建設してはどうかなと、このように御提案をいたします。 

 次に、ちょっと最近話は出ていませんけれども、首都機能移転論でありま

す。三重畿央地域というのがありまして、その再燃についてであります。 

 国会等の移転に関する法律が成立され、その後10年間は非常に日本列島は

首都機能移転運動が盛り上がりました。伊賀地域でも盛り上がりました。 

 そこで、今回の大震災を受けて、日本の危機管理の観点からも東京への過

度な集中をやめて、首都機能移転論を再燃させるべきでないかと考えます。

御提案をいたします。 

 三つ目が大和伊勢みち、第二名阪道路構想であります。 

 名阪道路につきましては、非常に厳しい環境の中、非常に事故が多くて、

非常に危険な道路ということでたびたび申し上げておりまして、第二名阪道

路が必要ということにつきまして、平成18年第３回定例会９月29日の一般質

問で三重県の県央を通る東西を結ぶ高規格道路が必要であると訴え、名阪道
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路の代替道路として第二名阪道路構想を提案させていただきました。 

 パネルを用意しましたのでごらんいただきたいと思いますが、（パネルを

示す）ちょっと懐かしいですけれども、この赤い色と黄色い色の２案を提案

させていただき、三重県の津市と奈良市、大阪を結ぶ、東西に一直線で結ぶ

道を高規格道路として整備してはどうかと、このように提案をさせていただ

きました。非常に夢と希望のある次の遷宮、22年後にこういう道ができれば

三重県の将来が明るいのではないかなと、こんな夢を申し上げたところでご

ざいますので、御検討いただければと思うところでございます。 

 ４点目が三重県の拠点病院の整備についてでございまして、今回の東日本

大震災で改めて三重県の海岸沿いは津波の被害が心配されます。三重大学病

院は冠水してしまうのではないかな、地下の自家発電が使えるのかなと、こ

んな心配もしておりますし、山田赤十字病院、桑名市民病院も海岸に近いか

なと、こんな心配もしておりまして、主な拠点病院の麻痺が心配されます。

津波の心配の少ない伊賀地域に、三重県の重要拠点病院を整備することが必

要ではないかなと、このように御提案をいたします。 

 また、本年度計画されております伊賀広域防災拠点整備についてでありま

す。 

 三重県の海岸沿いが大災害をこうむったとき、伊賀地域が三重県の災害復

旧、災害対策拠点となれるよう、救助機材、支援物資の拡充をはじめ、施設

整備の充実を講じていただければと、災害復旧、復興拠点機能としての整備

を進めてはどうかと御提案をいたします。知事の御所見をお伺いします。 

 最後に、伊賀地域の「希望」政策でございます。 

 伊賀地域の最大の課題は、申し上げましたとおり、救急医療体制の整備に

尽きると思います。その上で、国道368号の４車線化の整備促進であります。

また、地域課題を検証するため、一度知事自ら伊賀地域の現地調査もお願い

をするところでありまして、そして、三重県の希望を発信するため、観光戦

略、経済戦略、関西戦略、畿央戦略、大震災対策などの拠点として、（仮

称）伊賀地域希望戦略室の創設を御提案いたします。 



 －252－

 以上３点御提案をさせていただき、知事、御当局の御所見をお伺いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 中森議員より御質問のありましためちゃめちゃ元気政策

について、時間の関係もございますので、たくさんの御提案に対して端的に

答えてまいりたいと思います。 

 まずはメガソーラーの件でありますけれども、議員からも御指摘がありま

したように、浜岡原発の停止から約１カ月がたつわけでありますけれども、

エネルギー状況、これは震災も踏まえてでありますけれども、一変をいたし

ました。そういう意味で、地域の活性化も含めて、新エネルギーの導入を一

層促進するということは大変重要であるというふうに認識をしております。 

 その意味でメガソーラー構想というものは、新エネルギーの導入拡大に向

けて大きな効果が期待されているということから、県としてのかかわりや支

援について、今後、新エネルギービジョンを策定していく中で具体的な地域

も含めて検討してまいりたいと考えております。 

 続きまして、首都機能移転論でありますけれども、これまでも平成11年12

月の国会等移転審議会において、三重・畿央地域は移転先候補地となる可能

性があるという答申を受け、その後、いろんな要望活動などを踏まえてやっ

てきたということを私も承知をしております。 

 その中で、先ほど中森議員からもありましたとおり、危機管理の観点から

再燃してはどうかということでありますけれども、やはり大災害をはじめと

した危機に対応できる国づくり、そういう観点から首都機能のバックアップ

体制の構築というものは大変重要な課題だと私も認識しておりますので、関

係府県と意見交換をしながら考えてまいりたいというふうに思っております。 

 続きまして、大和伊勢みちの件でありますけれども、東日本大震災におい

て被災地への輸送経路が分断される中で高速道路はいち早く機能を復旧し、

命をつなぐ物資の輸送に大きな役割を果たしました。私といたしましても、

県中央に災害時にも対応できる東西方向の規格の高い道路は重要であると考

えております。 
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 大和伊勢みち構想につきましては、三重県内のみならず、近畿圏、中部圏

など、県境を越えた広域的な連携や緊急輸送の機能を持つ道路構想でありま

すけれども、既に予定路線として計画されている北側の近畿自動車道名古屋

大阪線、あるいは既に候補路線として計画されている南側の地域高規格道路

の東海南海連絡道、これらとの関連を整理した上での議論というのが課題で

あるというふうに考えております。 

 続きまして、災害拠点病院の件でありますけれども、災害拠点病院につき

ましては、阪神・淡路大震災を受けまして平成８年５月の厚生省通知におい

て、災害時に地域の医療機関を支援する災害拠点病院の整備を進めるため、

各都道府県に原則１カ所の基幹災害医療センター、二次保健医療圏に原則１

カ所の地域災害医療センターを整備していく方針が示されているところであ

ります。 

 これを踏まえ、本県としましては、地理的特性も考慮して、効果的な配置

に努め、現在、基幹災害医療センターとして１病院、地域災害医療センター

として９病院の計10病院を指定しているところであります。 

 しかし、東日本大震災において、災害拠点病院を含め、多くの病院が津波

被害や停電等により機能しなくなったこと、これをかんがみますと、東日本

大震災の課題検証や、あるいは今後我々が予定している津波浸水調査、ある

いは国のほうでも予定している東海・東南海・南海地震連動発生時における

被害想定見直し結果も踏まえ、本県として適正で効果的な災害拠点病院の配

置に努めていきたいと考えております。 

 私のほうからは最後となりますが、伊賀広域防災拠点の資機材や設備の充

実についてでありますけれども、伊賀広域防災拠点につきましては、伊賀地

域が被災した場合に応急対策活動を実施するため、防災資機材やヘリポート

を配備した拠点として平成24年度の完成を目指し、整備を進めてまいります。 

 一方、東海・東南海・南海地震の発生が危惧される本県としましては、９

月をめどに緊急地震対策行動計画を、さらに国の被害想定結果等も踏まえた

新地震対策行動計画を平成24年度に策定して取組を進めていくこととしてお
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ります。それらの取組の中で伊賀広域防災拠点をはじめ、県内の防災拠点に

整備すべき資機材や設備についてもしっかりと検討してまいりたいと考えて

おります。 

   〔植田 隆総務部長登壇〕 

○総務部長（植田 隆） 三重県の希望を発信するための伊賀地域希望戦略室

の創設の御提案でございますけれども、組織体制につきましては、県として

取り組むべき施策の方向を踏まえまして、効率的、効果的に執行できる体制

であるべきと認識をしております。今後、新しい県政ビジョンを策定するこ

とに伴いまして、必要に応じて関係部局とともに検討してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

   〔北川貴志県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（北川貴志） 私のほうから、国道368号の４車線化の取組に

ついてお答えいたします。 

 国道368号の名張市の国道165号の交差点から伊賀市の名阪の上野インター

チェンジの間、約14キロメートルございますが、この間については既に４車

線化の事業に着手しております。今年は名張市側の伊賀名張拡幅工区、約９

キロメートルですが、この区間につきましては測量設計等を実施しておりま

して、今年度もその推進を図るとともに、４車線化に向け、近鉄大阪線の上

をまたぐ橋梁の耐震補強工事に着手する予定でございます。引き続き、地元

市や沿道の方々の御理解、御協力をいただきながら、４車線化事業の着実な

推進に努めてまいりたいと思います。 

   〔37番 中森博文議員登壇〕 

○37番（中森博文） ありがとうございました。 

 盛りだくさんの提案ですが、知事がいろいろと元気を発信するんだという

ことで非常に意気込みを感じながら、鈴木知事ならできるのではないかなと。

また、こんな提案をしていただくのは、知事に成りかわって私がこんな提案

をさせていただいておこがましい限りですけれども、気持ちが通ずるところ
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もあるのではないかなと、こんなことで御理解をいただいて、伸び伸びとし

た政策を、独自の展開を進めていただいて、さすが鈴木知事やなと、三重県

の知事やなと、日本一若い知事やなと、こうやって言うてもらえるような戦

略を講じていただきたい。 

 また、関西戦略が非常に重要でございまして、先日、大阪事務所にも行か

せていただいて、非常に頑張っていただいております。もちろん観光とか企

業誘致等々頑張っていただいておりますけれども、東京事務所と比べますと

スタッフの面、それから、いろんな面で少し、いわゆる力不足というたら失

礼なんですけれども、もう少し力を入れていただければと、このように思っ

ているところであります。今、大阪駅、新しい大阪駅になりまして非常に元

気でございまして、関西電力の節電が非常に心配されておりますけれども、

大阪府知事は非常にまた違う意味で頑張っていますので、また連携を深めて

いただきながら、関西戦略としての伊賀地域の御活用をお願い申し上げたい

と思います。 

 時間、私、省略して、どうしても言いたいことを少し１点だけ紹介したい

のがありまして、いわゆる被災地の話でこれだけちょっと申し上げておきま

す。 

 宮城県の南三陸町の役場で昨年４月から危機管理課にお勤めされていた遠

藤さんという女性の24歳の方で、週刊新潮に掲載されておりました。ほかで

も掲載されておりましたけれども、震災当日、防災放送のアナウンスを最後

までされたと。６メートル強の津波警報が出ています。早く避難してくださ

い。漁師であり、自ら消防団員として防潮堤の水門を閉めに海岸まで駆けつ

けたお父さん、父ですね。津波が来るまで30分あったと。逃げる時間はあっ

たんだけどな。放送を切り上げて、せめて10分でもあれば助かったのになと。

でも、未希の頑張りは打ち消すわけにいかないと。お父さんの思いに非常に

感動した思いでございます。ウエディングドレスもあったそうでございまし

て、非情に思っております。 

 最後に、希望そのものだと、リーダーは希望そのものだと受けまして、最
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後に一句申し上げないとおさまらんかなと思いまして申し上げます。 

 「政治とは希望そのもの 鈴木知事 リーダーとは希望そのもの 英敬さ

ん」。 

 ありがとうございました。（拍手） 

○議長（山本教和） 17番 杉本熊野議員。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇・拍手〕 

○17番（杉本熊野） おはようございます。新政みえ、津市選出の杉本熊野で

す。 

 県議会改選後、私にとりましては２期目の初質問です。執行部も新しく鈴

木英敬知事を迎え、新体制となりました。今回は新しい三重県知事の目指す

ところをもう少し県民の皆様に明らかにさせていただきたいと願い、質問を

させていただきます。どうかよろしくお願いいたします。 

 質問の１番目は、県民参画の防災対策についてです。 

 まずは、東日本大震災でかけがえのない命を落とされた皆様の御冥福をお

祈りし、謹んでお悔やみ申し上げます。また、被災され、今もなお厳しい環

境下で頑張っておられる方々に心よりお見舞い申し上げます。 

 ３月11日以降、三重県民の防災意識は大変高くなっており、特に沿岸部で

は、地震に加え、津波対策への不安が大きくなっています。東海・東南海・

南海地震の発生が今世紀の前半にあることが予測されており、また、三重県

は海岸線が長く、志摩から南のリアス式海岸は、宮城県、岩手県にまたがる

三陸海岸と同じ地形をしております。津波対策のより一層の強化が必要な県

です。 

 私は津市選出の議員で、津に暮らして40年ですが、生まれは大紀町錦です。

育ちは尾鷲市です。御存じのとおり、昭和19年の東南海地震による津波で大

きな被害のあった地域です。こんなところで生まれ育ちましたので、小さい

ころから津波の話を母や親戚の者からよく聞かされてきました。そのせいか、

ふだんは素早い行動が苦手な私ですが、津波勧告が出たときには瞬時に反応

いたします。 
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 ３月11日も避難所に指定されている津市内の小・中学校６校、いずれも国

道23号より海側にありますけれども、その６校の避難所を訪ねました。いろ

いろなことに気づかされましたが、まずは津波のときにこんな低い体育館で

はあかんわと思いました。それから、助けがないと１人では避難所まで来れ

へん人もおるやろうなと思いました。 

 さて、国による津波対策ですが、先日、６月10日に津波対策の推進に関す

る法律が衆議院を通過いたしました。今国会での成立が急がれるところとな

っています。また、国においては、東海・東南海・南海地震が連動した場合

の被害予想を推計する予定だと聞いておりますが、それらを踏まえ、新たな

地震津波対策の国の方針が出されるまではしばらく時間がかかることから、

三重県はスピード感を持った速やかな対応をするため、県独自で津波浸水予

測調査を実施し、緊急地震対策行動計画を９月までに策定する提案が今議会

になされています。今緊急に集中して取り組むべきことをまずは実行しよう

とするものであり、県民の不安にこたえるものだと思います。 

 そこで、私は、今回のこの緊急地震対策行動計画策定について、慌てて行

政がつくってしまうのではなく、できる限り県民の参画を得て策定してはど

うかと考えています。 

 津波対策については、防潮堤などハード整備は必要ですし、急がれるとこ

ろですが、全面的に頼ることはできません。予算的にも限界があります。今

一番の防災対策は、津波危険地域に暮らす人々の防災意識の向上だと思いま

す。命を守るためにまず逃げる。今一番やるべき対策は地域の自助、共助の

防災力を高めること、防災教育だと思います。 

 三重県の自主防災組織率は約95％で、全国的にも高い組織率となっていま

す。そこで、例えば各地域の自主防災組織で住民自らがいま一度避難所や避

難経路、要援護者などを確認し、避難訓練を実施する中で問題点を洗い出し、

地域における避難計画づくりを進める。これまで津波を想定した避難訓練を

していた地域は少なかったそうですから、そんな取組を市町と連携して進め、

情報を集積しながら行動計画に反映させていく。ちょうど９月１日は防災の
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日です。いかがでしょうか。 

 今のは一つの例ですが、方法は幾らでもあると思います。とにかく地域の

ことを一番よく知っているのは地域の人です。県民の気づきを行動計画に反

映させるという方針を立て、県民参画型、地域参画型、ボトムアップの行動

計画づくりとしていただきたいのです。そのことが県民の防災意識を高め、

三重の防災力を強くするのではないでしょうか。どれだけの県民を巻き込み、

その中から見えてきたことが県の計画に反映されたとどれだけの県民が実感

できるか、そこに大きな意味があるのだと思いますし、そのことが三重の防

災力を一気に向上させる可能性を持っていると私は思います。従来どおりの

やり方、市町と意見交換し、県が行動計画を策定し、施策を実施していくと

いう従来のトップダウンでは対策として弱いのではないかと思います。 

 そこで、緊急地震行動計画をどのようなプロセスで作成しようと考えてお

られるのか。県民が参画する緊急地震対策行動計画の策定について、知事の

御所見を伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 杉本議員より御質問のありました緊急地震対策行動計画

においての県民参画について、答弁をさせていただきたいと思います。 

 緊急地震対策行動計画は、これまでの津波対策の総点検をした上で避難所

や津波避難路の整備など、緊急かつ集中的に推進するための計画として９月

をめどに策定、公表し、具体的な取組を進めたいと考えております。 

 まず、県としましては、市町の取組がより効果的なものになるよう、市町

に海岸や河川からの距離や標高などの調査項目を示した避難所の状況を照会

しています。また、東日本大震災や県内のこれまでの地震による津波の高さ

を考慮した県独自の津波浸水予測調査を実施することとしています。 

 こうした取組をする中で、市町には避難所の再点検や見直しを求めていく

とともに、地域における津波避難計画や避難訓練、自主防災組織の活動状況

についても市町と連携して点検を行っていきます。 

 この総点検を進めるに当たっては、市町には地域の課題やニーズを的確に
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酌み取っていただくよう依頼するとともに、自助、共助を推し進める観点か

ら、今杉本議員より御指摘ありましたとおり、地域のことは住民の皆さんが

一番よく御存じでありますから、住民の皆さんのパワーを、力を発揮してい

ただけるように、住民の方々が避難経路を自ら点検したり、ハザードマップ

の見直しを行ったりするなどの地域が主体となった取組が県内全域に広がる

よう、市町と連携して支援を行ってまいりたいと考えております。 

 こうした取組を踏まえて、県としましては、市町との意見交換などを行い、

緊急地震対策行動計画に県民の皆さんの防災意識を高めるために県民の皆さ

んからの意見をしっかりと具体的に反映し、作成していきたいと考えており

ます。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇〕 

○17番（杉本熊野） 今、知事のほうから地域が主体となった取組が広がって

いくような取組をしたいという御答弁をいただきました。その方向に私も賛

成でありますけれども、行動計画を策定するときに県民の意見を反映するよ

うな形でというふうにおっしゃられましたけれども、例えばその反映のさせ

方なんですけれども、そういう県民のパブリックコメントでやるのではなく

て、県民の皆さんが意見を出していただく場を設定するでありますとか、そ

ういった工夫もぜひしていただきたいというふうに思います。 

 先日、私、新聞で四日市で活動しているＮＰＯが聴覚障がい者の災害情報

をサポートしているという記事を読みました。「美し国おこし・三重」のパ

ートナーグループの一つだそうです。担当の方にどれぐらい防災にかかわっ

ているグループがあるのかとお聞きしましたら、20ほどあるというふうにお

答えをいただきました。地域の参画もそうですけれども、そういった活動を

しているグループの皆さんの意見を聞いていただく、そういった場も必要で

はないかというふうに思っております。どうかよろしくお願いいたします。 

 そして、この際ですが、県民センターについて少し御意見、御要望を申し

上げたいと思っております。防災に関するところです。 

 今回の東日本大震災では市町の庁舎そのものが破壊されたり、行政職員が
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多数行方不明になったり、亡くなったりされております。そんな中で行政機

能が発揮できないという状況があると思います。三重県は南北に長く、広域

防災拠点が今４カ所整備されてもいますが、あらゆる場合を想定し、災害時

に県から市町への有効な支援ができるようにしておくためには、私は今の県

民センターの権限強化が必要ではないかというふうに思っています。本庁に

一極集中の防災危機管理というのはリスクが高いのではないかというふうに

思っています。それで、三重の防災力強化のために県民センターの権限強化

について、いま一度、御検討いただくことをあわせて要望いたしたいと思い

ます。 

 続いて、２点目の質問は、災害弱者対策の充実についてです。 

 東日本大震災以降、災害弱者対策を求める声が届くようになりました。先

日も、自閉症の保護者の方々から、自閉症の者は災害時の突発的な状況変化

を読み取れず、身の処し方がわからない状況になります。また、生活環境の

変化への対応が難しく、ほかの人に迷惑がかかるからと家族も遠慮して避難

所には入れないという事態も起こっています。中越地震のときには車の中で

寝たり、壊れた家に残ったりした人もいましたし、東日本大震災でも困った

状況があったと聞いています。災害時の福祉避難所の整備、指定をお願いで

きませんかというお話でした。 

 また、在宅の遷延性意識障がい者の保護者の方からも、たんの吸引や呼吸

器管理、導尿など、医療的ケアが必要で、重度の障がいを持つ遷延性意識障

がい者を災害時に受け入れてくれる福祉避難所の整備をお願いしたいとのお

声もいただきました。 

 福祉避難所とは災害救助法に位置づけられており、高齢者、障がい者、妊

産婦、乳幼児、病弱者など、一般的な避難所では生活に支障を来す人たちの

ために何らかの特別な配慮がされた避難所のことです。要援護者の状況を把

握し、事前に施設を指定しておく必要があります。民間の社会福祉施設等の

場合は協定書を締結しておきます。 

 2008年に厚生労働省からガイドラインが出されたことを受けて、最近、各
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自治体での取組が進んできています。東北３県でも、この間、幾つかの福祉

避難所が開設され、稼働していることが新聞でも報道されておりました。 

 そこで質問をいたします。 

 三重県における福祉避難所の指定状況、また、今後の取組についてお答え

ください。 

 続けて、３点目の質問をさせていただきます。ユニバーサルデザインを活

用した防災対策の推進についてです。 

 ユニバーサルデザインとは、社会には様々な人がいることを理解し、まち

づくりやものづくり、サービスなど、何かをするときにはそれを利用する

様々な人の立場に立って考え、実行するという考え方のことです。本県には、

三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例があり、今年の２月に第

２次推進計画が改定をされたところです。 

 私は、子どもや高齢者、障がいのある人、日本語でのコミュニケーション

が困難な人など、だれもが災害時の緊急事態に迅速かつ安全に避難できるた

めには、避難経路や避難場所などの防災に関する標識は三重県内で統一し、

ユニバーサルに表示されていることが望ましいと考えています。どこでもだ

れでもわかりやすくです。 

 災害はいつ起こるかわかりません。自宅や学校、勤務先など、避難経路や

避難場所があらかじめわかっているところで災害に遭うとは限りません。出

かけている先で遭遇しても、ぱっと見てわかる標識をと思っています。視覚

に障がいがある方には別の対策が必要ですが、それもユニバーサルデザイン

です。 

 三重県は平成16年に三重県避難誘導標識等設置指針を制定し、こんな統一

マークをつくっています。（パネルを示す）統一マークをつくっている県と

いうのは余り多くないんですけれども、三重県はつくっております。この緑

のが避難場所、青に波の形が津波基本形、三角が津波危険地帯、波から逃げ

る人が津波に注意、こういうマークです。このマークを三重県民のだれもが

周知することが私は大事ではないかと思っています。 
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 続いて、これですけれども、（パネルを示す）これは津市の橋北公民館の

避難所だという標識なんですけれども、日本語、英語、ポルトガル語、スペ

イン語、そして、統一マークのユニバーサルデザインが書いてあります。こ

のデザインなんですけれども、この津波の基本形が書いてあったんですけれ

ども、これは何だろうかなって、ぱっと津波という感じはちょっと受けとめ

にくかったんですけれども、色、デザイン、本当によくわかる標識だという

ふうに思っています。 

 津波のことが今すごく気にかかっておりますので、私、津波のユニバーサ

ルデザインのマークが各県どうなっているか少し調べてみました。（パネル

を示す）左上のが高知県です。「地震が起きたら鉄筋３階建て以上の高所

へ」と書いてあります。それから、上の右側が山形県です。津波の高さがよ

く表現されていると思います。それから、下二つが静岡県です。右側のほう

が津波避難協力ビルの表示です。それから、左側が海抜2.0メートルの表示

になっています。 

 私は今回、ぜひ、三重県にはない統一マークで、この海抜何メートルとい

うマークをつくっていただけないかなというふうに思っています。最近、私

は、私の自宅も海岸に近いところにあるんですけれども、このあたりは海抜

何メートルだろうと物すごく気にかかるようになりました。いろんなところ

でここは大丈夫よねって、すごく海岸からも離れているし、ちょっと高いし

と言われるんですけれども、ちょっとお答えもしにくいんです。私は今県独

自で進めておられる津波浸水調査の結果を踏まえて、ぜひ公共施設、信号機、

電柱やビルの壁など、至るところに海抜表示をしてはどうかと思います。そ

んな日常的なところでの対策が防災力アップにつながるのではないかと思っ

ています。 

 三重県の避難場所や避難経路は、だれでもどこでもぱっと見てわかるユニ

バーサルデザインに。ユニバーサルデザインを防災対策に有効活用していた

だくことについての今後の県の方針、取組をお聞かせください。 

   〔大林 清防災危機管理部長登壇〕 
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○防災危機管理部長（大林 清） 私のほうからは、誘導標識なんかのデザイ

ンのことと、それと、海抜表示について御答弁申し上げます。 

 本県では、避難誘導標識につきまして平成16年に三重県避難誘導標識等設

置指針を作成し、デザインの統一化を図っております。この標識のデザイン

はおおむねユニバーサルデザインに配慮したものとなっておりまして、市町

はこの指針に基づき標識を設置いただいております。 

 また、海抜からの高さの表示につきましては、平成15年に中部電力株式会

社と三重県で確認書を交わしておりまして、海抜表示板を電柱に取りつける

ことができるようになっておりまして、市町ではこれに基づき海抜表示板を

設置していただいているところでございます。 

 東日本大震災では津波により甚大な被害が出たことから、津波の発生時に

はいち早く高いところへ逃げることが重要であると考えております。そのた

めには、避難誘導標識や海抜表示につきましては、どこにいても容易かつ的

確に避難行動がとれるようになっていることが必要であると考えております。 

 今回、市町の方々とともに避難所や避難経路の再点検や見直しを行ってい

くこととしておりますけれども、これまで設置してきました標識につきまし

ても、だれにでもわかりやすいかどうかという観点からも設置場所、表記の

仕方などの総点検を進めていきたいと考えております。 

 それと、海抜表示についてですが、本当に住民の方々の関心も高くなって

きております。これまで十分に表示、設置されているかということも含めて

確認作業を行っていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔山口和夫健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（山口和夫） 私からは、福祉避難所に関しまして御答弁申し

上げます。 

 災害のため被害を受け、または被害を受けるおそれのある場合、応急的に

避難する避難所が必要となりますが、特に一般的な避難所では生活に支障を

来すおそれのある高齢者、障がい者、妊産婦等、いわゆる災害時要援護者の
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方々につきましては特別な配慮が必要となります。 

 このため、災害救助法に基づいて厚生労働省から示されました「大規模災

害における応急救助の指針について」におきまして福祉避難所を指定するこ

とが求められており、厚生労働省防災業務計画におきましては、市町村は福

祉避難所の整備に努めることとされております。 

 また、県の地域防災計画におきましては、県は高齢者や障がい者等の災害

時要援護者の避難支援の体制を整備するため、市町や地域で情報伝達体制の

整備、災害時要援護に関する情報の把握、共有を図り、避難支援計画を策定

するよう働きかけていくとともに、市町については災害時要援護者に配慮し

た福祉避難所の確保について検討していくこととなっております。 

 これらを踏まえまして、これまで県といたしましては、市町の担当者会議

等におきまして日本赤十字社が作成いたしましたガイドライン等に基づいて

福祉避難所の確保を要請するとともに、東南海・南海地震防災対策推進地域

のうち沿岸部の市町で福祉避難所を指定及び協定締結している施設がない市

町を訪問し、福祉避難所の確保を要請するなど取り組んでまいりました。 

 厚生労働省によります福祉避難所の指定状況等の調査では、平成22年３月

末時点において県内で市町が福祉避難所に指定、あるいは協定締結している

施設は217カ所となっており、福祉避難所のある市町は12市町、41.4％とな

っております。なお、この調査では、福祉避難所のある市町村の割合は全国

では34.0％となっております。 

 東日本大震災において福祉避難所が開設されていないため、十分なケアを

受けられず健康状態の悪化が懸念されるなど、災害時要援護者が厳しい状況

に置かれたとの情報もある中、東海・東南海・南海地震が発生した場合には

県内でも同様の厳しい状況になることも予想されます。 

 このため、定められた役割からは市町において市町のそれぞれの状況を踏

まえ、福祉避難所の確保に努めていただく必要はありますが、県といたしま

しても、市町に対しこれまで以上に福祉避難所の必要性や災害救助法を適用

されたときの財政的な支援内容等について説明を行いながら、福祉避難所の
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確保に向けた働きかけを行っていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇〕 

○17番（杉本熊野） まず、福祉避難所のことなんですけれども、これまでも

県として市町に働きかけて取り組んでこられたということで、41.4％、217

カ所ということでしたけれども、お聞きするところによると、市町によって

やっぱりばらつきがあるというか、かなり進んでいるところとそうではない

ところ、かなり進んでいるところは数少ないと思われますし、それから、高

齢者のところは多いように思うんですけれども、障がい者への対応のところ

はまだこれからというところではないかというふうに思っています。そのあ

たりのところをお願いしたいのと、もう一つ、やっぱり市町、市町と言われ

るんですが、やっぱり広域自治体としての役割がこれについてはあるかと思

います。 

 ３月11日に厚生労働省が各都道府県に出した通知ですけれども、要援護者

に対応するための通知ですけれども、そこにこんなところがありました。被

災地市町村とその周辺市町村との連携による広域的な利用調整ができる体制

の構築、広域的調整体制の構築を求めていました。それから、多数の要援護

者を受け入れることにより職員の不足を来している施設については、広域的

調整体制のもとで他施設からの職員の応援派遣を行うことというふうに通知

がなされておりました。 

 ですので、大きな災害時になれば特にそうですけれども、広域自治体とし

ての県の役割は非常に重要だと思います。いろんな対応が必要ですので、や

はり一つの市町ではできないところも多いかと思います。ぜひ福祉避難所に

ついては県が広域自治体としての役割を果たして、調整をしながら、三重県

全体として安心ができる形にお願いをしていただきたいというふうに思いま

す。 

 それから、そのガイドラインの中にもないんですけれども、外国人への対

応のそういった配慮の必要もこれからの課題かなというふうに思っています。
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三重県は外国人登録者数が４万6817人、平成22年12月ですけれども、集住し

ている市町の中にはそういった対応を考えていらっしゃる市町もあるかと思

うんですけれども、これらの状況をよく踏まえていただいて、三重県多文化

共生推進会議でありますとか、多様な主体とのネットワーク会議などでもぜ

ひ今後御検討をいただきたいと思います。これはもう既に進んでいる県もあ

りますので、ぜひそのあたりを御参考にというふうに思っています。 

 それから、ユニバーサルデザインのことなんですけれども、ぜひ何か見え

る形で、おっとというか、標識というのはすごく見えると思うんです。見え

る防災対策だと思うんです。それだけに発信力が私は強いというふうにも思

っていますので、そのことは避難行動という一人ひとりの防災意識の向上に

も直結しますので、ぜひ見える防災対策として避難表示というか、標識の取

組を県として推進をしていただきたいと思います。確認作業をする中でとい

う話でしたので、ぜひそういった県民の目線を取り入れていただきたいとい

うふうに思っています。 

 そして、防災については、県民参画でということが一番の訴えたいことな

んですけれども、やっぱり今非常に不安が強いです。先日も保育園に子ども

を預けているお父さんから、自分の子どもが行っている保育園は堤防のすぐ

近くにあると。何かが起こったときには僕の勤め先からは間に合わへんと。

どうなるんやろうなって言われました。これはまた違う保育園なんですけど、

園長先生が今いろんな想定をしながら避難場所とか避難経路を考えていて、

何とかできるかなって。やっぱりだれかの助けがないと、それから、避難場

所にしても、今まで指定されていたところは到底危険で、川の近くですので、

そちらの方面には行けないと。違うところを考えなければならないなという

避難ビルのことでありますとか、そういうお話もいただきました。本当にい

ろんなことを身近にわかっていらっしゃるのは県民です。ですから、県民が

本当にその不安が出せる。そのことが行動計画に生かされるような、今後の

三重県の防災対策に生かされるような、そんな政策としていただきたいと思

います。どうかよろしくお願いいたします。 
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 次に、三重の教育の充実について質問をいたします。 

 知事におかれましては、知事提案説明において、今年度当面力を注いでい

く課題の一つとして教育を取り上げ、教育を再生し、教育立県を目指すと述

べられました。まずは大変意義あることと敬意を表し、知事の教育への熱い

思いが三重の子どもたちへの温かな支援の手となって届くよう、私も議員と

してともに頑張らせていただきたいと思ったところです。 

 先日、ある中学校を訪れましたら、校長先生が朝から青い顔をしている子

どもがいるのでどうしたんやと聞いたら、朝御飯を食べていないということ

だったそうです。経済的にも、家族との関係でもしんどい子どもたちが増え

てきたなと言われました。小学校でも、１日の食事が学校給食に頼らざるを

得ない子どもの話を聞くことがあります。子どもを取り巻く環境は厳しくな

る一方です。けれど、やっぱり子どもは社会の未来です。輝く未来づくりに

向けて子どもたちの今をしっかり把握することから始めるのがまずは教育の

基本ではないかと思います。 

 そんな中、本年３月、三重県教育ビジョンが策定をされました。教育基本

法第17条第２項に基づく基本的な計画として位置づけられ、今後10年先を見

据えた三重の教育の目指すべき姿と５年間で取り組む施策を示しています。 

 このビジョンを審議した三重県教育改革推進会議がビジョン案を教育委員

会に提出するとき、ビジョンの実現のために必要な財源の確保を当局に要望

しています。それを受け、今年度の当初予算では、学力向上のための少人数

教育、特別支援教育、外国人児童・生徒教育、生徒指導対策などの事業が予

算化されています。中でも一番大きな予算は少人数教育です。 

 この４月、国は小学校１年生での35人学級を実施いたしましたが、全学年

での30人学級の実施には至りませんでした。けれども、30年ぶりの公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の改正ですので、

これは一定評価するところがあるというふうに思ってはおります。 

 30人学級は、保護者や県民、市町の教育委員会からも三重県では長い間強

く求められてきた施策でもあります。知事が教育立県を目指すのであれば、
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例えば国ができなかった小学校全学年での30人学級の前倒しを実施するなど、

目に見える形で教育関係予算の支援を行っていかれてはどうでしょうか。そ

のようなお考えがあるのかどうか、決意のほどをお伺いいたしたいと思いま

す。 

 あわせて、この際、地方公共団体の長の職務権限について少し確認させて

いただきたいと思います。 

 知事自らが直接に教育行政を担うことは法律の許すところではありません。

また、知事は政治家でもありますから、当然、教育に関しては中立性を確保

しなければなりません。一定の制約があることは御承知だと思います。教育

行政に関する知事の権限は、予算調製執行権、議案提出権、決算を議会の認

定に付する権限、教育財産取得処分権、契約締結権の五つの事項です。地方

公共団体の一体性を確保し、財政予算の一元的処理を図る観点から、この五

つを教育行政に関する知事権限とし、財政に関する総合調整権を与えていま

す。 

 しかし、今回の知事提案説明の中で知事は、日本人の謙虚さや思いやり、

豊かな感性といったものを大切にする心をはぐくむ教育にも力を入れていき

たいと考えています、学力の向上、キャリア教育の充実、郷土教育の推進に

ついて一層の取組を行うため、有識者による会議で議論を深め、施策を展開

していきますなどと述べられました。これらの御発言には、教育内容や教育

委員会が扱うべき内容が多く含まれております。知事の職務権限を越えるの

ではないかと思われるものもあると私は思います。お聞きしていて少し混乱

をしています。 

 御存じのとおり、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、すごく長い

法律ですので省略して地教行法と呼ばれていますけれども、地教行法では教

育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関する事務を管理し、執行する

のは、教育委員会の職務権限となっております。これはもうよく御存じの知

事に、釈迦に説法だとは思いますけれども、国の教育行政と地方の教育行政

とには違いがございます。 
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 そこで、そのことを再度御確認いただき、地方公共団体の長として地方自

治法や地教行法の権限を知事が越えようとしているものではないということ

の確認をいま一度させていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 杉本議員よりございました教育に関する御質問、答弁さ

せていただきたいと思います。 

 まず、１点目は、知事と教育委員会との職務権限についてであります。 

 私は、経済産業省に勤務をしておりました際に、内閣官房に出向し、官邸

スタッフとして教育再生会議に関する事務などを担当した経験がございます。

その内容は、教育基本法、地方自治法、先ほどございました地教行法という

枠組みを踏まえ、改革について議論を進めていたわけでありますので、知事

と教育委員会との職務権限をはじめ、教育事務についてはこれまでも勉強を

させていただいたところであります。 

 杉本議員御指摘のように、私の知事提案説明の記述が私がやりますという

この一人称であったことから、学校教育の権限までも持っているのではない

かと私が勘違いしているのではないかと御危惧されているようでございます

けれども、決してそのようなことはございません。 

 一方、この知事提案説明の中でも申し上げましたが、時代の変化の中で求

められる人づくり、教育というものには必ずしもそのすべてが教育委員会の

所掌事務の中でおさまるものだけではないと思いますし、教育ビジョンにも

うたっていただいているように、県民総参加で取り組まなければ実現できま

せん。そのような思いから私も知事提案説明で申し上げさせていただいた次

第でありますし、これからも適切な役割分担のもと、しかし、一致団結して

教育の改革に取り組んでまいりたいと考えております。 

 続きまして、２点目の教育予算の充実についてでありますけれども、私も

議員の御意見に同感であります。教育委員会では昨年12月に三重県教育ビジ

ョンを策定しており、今年度このスタートの年としてビジョンに掲げた理念
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の実践に向けた取組を進めていただくことになります。学力向上やキャリア

教育など、中心的な課題については三重県教育改革推進会議で御議論いただ

くことになりますので、会議での議論を通じて具体的な取組を示されること

になるかと思っております。それらに関する事業の推進に際しての予算につ

きましては、内容を検討し、必要と判断した場合には措置をしていきたいと

考えております。 

 また、議員より御質問のありました少人数学級の推進についての私の考え

でありますけれども、学力向上などきめ細かなケアという観点で少人数学級

の意義というものは認められるものであり、私も選挙時の政策集において少

人数学級の推進を掲げさせていただいているところであります。一方で、厳

しい財政状況でありますので、それらとの整合性なども考えた上で今後の展

開については検討してまいりたいと考えております。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇〕 

○17番（杉本熊野） ありがとうございます。 

 知事提案についての御説明をいただきました。教育基本法、地方自治法、

地教行法を超えるものではないということの確認をさせていただきましたの

で、少し混乱をしていましたことがここで理解をさせていただくことができ

ました。 

 あわせて、教育は学校だけでできるものではない。これは私も本当にそう

思っています。特に家庭教育、それから、地域の教育力、そのあたりについ

てはぜひ一緒に取り組んでいかなければならないというふうにも思っており

ますし、地教行法の改正の中でスポーツや文化に関しては教育委員会から知

事部局のほうにできるようになった改正があって、三重県では博物館のほう

も生活・文化部のほうに移行をしたところでございます。本当に文化という

ところに関しても、広くはやっぱり教育の土台がそこにあるだろうと思いま

すので、そういったところでやはり一体となって、一緒になって取り組んで

いくという今の鈴木知事の姿勢には私も同感をさせていただくところです。 

 けれども、本当に子どもたちをめぐる状況、家庭、地域、そして、学校現
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場、様々な課題がございますので、ぜひまたその実態をしっかりと、それこ

そ現場主義の鈴木知事でありますので把握していただいて、県のリーダーと

して頑張っていただきたいなというふうに思っているところです。 

 そして、もう一つ、やっぱり知事は本当に大きな権限を持っていらっしゃ

いますので、自分の今までの思いやらお考えやら、本当にたくさんのものが

あろうかと思いますけれども、そういった権限の大きさもぜひ御理解いただ

き、そして、そのことをぜひ子どもたちのために本当に使っていただきたい

というふうに思っています。 

 少人数教育については推進の方向を示していただきました。けれども、厳

しい財政状況の中であります。今後いろいろな点で検討をされて推進をして

いただくことをお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、最後の質問です。男女共同参画についての質問をさせていただ

きます。 

 今回の県議会の選挙、第17回統一地方選挙ですけれども、三重県議会は私

を含め３人の女性が当選をさせていただくことができました。桑名市・桑名

郡選出の小島智子議員、熊野市・南牟婁郡選出の大久保孝栄議員、そして、

津市選出の杉本熊野、私の３人です。お気づきいただいている方は少ないと

思いますが、３人というのは実は60年ぶりです。昭和26年に行われました第

２回統一地方選挙以来のことであります。このとき四日市市から石田マサヲ

議員、津市から堀川惠つ議員、伊勢市から岩下かね議員が当選し、堀川惠つ

議員が１期で退かれましたので、昭和26年からの１期４年だけが三重県議会

は女性議員３人でした。それからちょうど60年です。半世紀以上たってやっ

と３人になりました。県議会への女性参画率６％、全国33位です。けれども、

鈴鹿市では東海地方初の女性市長、末松則子市長も誕生いたしました。私と

しては大変うれしく、たくさんの女性の方から女性議員として頑張ってくだ

さいねと激励の言葉もいただいているところです。 

 そこで、男女共同参画について質問をさせていただきたいと思います。 

 選挙のときの政策集、それから、知事提案説明の中に男女共同参画、それ
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にかかわるものはあるんですけれども、男女共同参画という言葉がありませ

んので、まずは男女共同参画についての知事の基本的な考えと三重県におけ

る現状をどのようにとらえておられるのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 杉本議員より御質問のありました男女共同参画について

の私の考え方を述べさせていただきたいと思います。 

 私は、政策集で新しい三重の創造を目指す目標の１項目に、女性や若者た

ち、そして、お年寄りが活躍できる場をつくり、生きがいに満ちた地域の実

現というものを掲げております。これは言いかえれば、性別や年齢にかかわ

らず、県民一人ひとりが能力を発揮して、積極的に社会に参画することがで

きる三重の実現を目指すということであり、また、職場や家庭、地域など、

あらゆる場面の活動においてだれもが対等な立場で参画することを目標とす

るものです。 

 三重県男女共同参画推進条例の前文には、私たちが目指す社会は、すべて

の人々の人権が保障され、一人ひとりが性別にかかわらず自立した個人とし

てその能力と個性を十分に発揮することができる社会であり、男女が対等な

立場で社会のあらゆる分野にともに参画し、責任を分かち合う男女共同参画

社会であるという部分がありますが、私も同じ思いであります。 

 今年度の県政運営の考え方において、男女が対等な立場でともに参画する

社会をつくるための支援の推進を掲げたのは、そのような思いを込めたもの

であります。 

 しかしながら、平成11年に男女共同参画社会基本法が、平成12年に三重県

男女共同参画推進条例が制定されてから10年以上経過しておりますが、三重

県の状況はまだ満足できるものではありません。男は仕事、女は家庭という

ような固定的な性別役割分担が残っている面もあります。一方で、私は、日

本人における男性らしさ、女性らしさというのも大切にすることが必要であ

ると考えております。 
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 また、女性の就業環境の整備が不十分であるため、30歳代の女性の就業し

ている率が他の年代層に比べて低くなっていること、先ほど議員からも御指

摘ありましたように、政策や方針決定の場への女性の参画はまだまだ不十分

であるなどの状況が見られます。こうしたことから、男女共同参画について

の県民の理解を深めるための広報啓発の充実や、仕事と家庭の両立を支援す

るいわゆるワークライフバランス制度の普及など、女性の社会参画を支援す

る環境整備を進めていく必要があると考えております。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇〕 

○17番（杉本熊野） ありがとうございました。 

 政策集には女性の活躍の場、そして、今回の知事提案説明には女性の社会

参画という言葉がありました。女性をやっぱり参画するような形にという方

針であろうと思うんですが、女性のあらゆる場への社会参画は、その裏側の

男性の参画がなくしては進むものではありません。これは表裏でございます。

それだけを、片方だけを進めようとするとどこかにゆがみが生じます。です

ので、これは一体なんです。男性のあらゆる場への社会参画と女性のあらゆ

る場への社会参画は表裏で一体ですので、ぜひそういったメッセージをあわ

せて送っていただけたらというふうに一つ思わせていただきました。 

 そして、今、男らしさ、女らしさ、これについては大事だというふうにお

っしゃられまして、私も基本的にはそういう考え方なんですが、今問題とさ

れているのは、例えばそのことによってある枠にはめて、いろいろな行動や

ら生き方が制限されるとか、制約されるとか、そういうところが問題になっ

ています。そういう中で、自分らしさとか、その人らしさというところが阻

害されがちになるという、そのことが問題でありまして、そういったところ

への働きかけというか、施策がこの男女共同参画の中では求められていると

いうふうに私は理解をしております。 

 そして、三重の状況については満足のいくものではないという御見解でし

たけれども、やはりそのとおりで、これは女性だけではなくて男性について

も同じことであります。やっぱり今一番顕著なのが労働における部分ではな
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いかというふうに思っています。非正規労働者の問題が大きくなってきてお

りますけれども、非正規労働者は圧倒的に男女で比べれば女性のほうが担っ

ております。そういう状況、反対に、やっぱり本当に厳しい労働環境の中に

置かれている男性の問題もあろうかと思います。自殺者の多くは男性であり

ます。そういったところを含めると、今ワークライフバランスという言葉が

いろんなところで使われていますけれども、そういったところの施策が本当

に必要ではないかというふうに思っているところです。 

 男女共同参画についてはまだまだ意見交換をさせていただきたいところが

あるのですが、今後またいろいろな場でさせていただきたいなというふうに

思っております。 

 最後になりますけれども、私は今回、知事提案説明の中で新しい豊かさと

いう言葉を知事が使われました。この言葉に非常に私は魅力を感じておりま

す。そういった県政を目指していただけたらと本当に思っているところなん

ですが、次の質問は新しい豊かさと男女共同参画の関係についてです。 

 知事におかれましては既にお調べいただいていることとは思いますが、三

重県男女共同参画推進条例の成立過程の中で三重県の中で整理し、確認され

てきたことを少し申し述べたいと思います。 

 男女共同参画基本法を受けて三重県が条例を制定したのが2000年です。全

国で４番目でした。しかしながら、そのとき既に三重県には人権条例があり

ました。人権条例があった上で男女共同参画推進条例を制定するのは三重県

が全国初でありました。そこで、三重県では人権条例があるのになぜその上

に男女共同参画推進条例が必要なのかというところから議論を始め、懇話会

でも議会でも活発に議論がなされたと伺っております。 

 その議論の中で人権や差別と男女共同参画の理念が整理をされています。

人権侵害や人権擁護など、人権に関することは個人それぞれの問題であり、

差別反対や差別撤廃など、差別に関することは集団間の問題であり、男女共

同参画は社会構築の問題であると、そんな理念の整理が三重県ではなされて

おります。 
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 そして、女性の人権擁護や男女平等は必要条件ではあるが、どのような要

素を社会に取り入れたらよりよい社会になるのかを考え、男女共同参画とい

う言葉に新しい社会の価値観、新しい命を吹き込もうと三重県独自の立場で

条例制定に取り組んできた経過があります。ですから、男女共同参画は女性

の人権や男女平等の問題にとどまるものではありません。結果としてそうい

う形にはなりますが、そこにとどまるものではありません。それから、男女

共同参画というと家庭の崩壊を招くとか、少子化の原因だというような意見

も聞かれますが、そのようなことを目指すものでもありません。 

 目指す真の男女共同参画社会は、子育ても含み、みんなが安心して暮らせ

るものでなくてはなりません。女性が男性と同じように働ける社会を目指し

てもいますが、非人間的に働き続けるのではなく、男性も女性もともに育児

も家事にも貢献できる社会、とはいえ、分業を否定するものでもありません。

そんな新しい社会、新しい豊かさを求めるものが私は男女共同参画社会だと

いうふうに思っております。 

 知事は今後の県政運営に当たっての所信表明の中で、これまでのように人

口や経済の右肩上がりの成長を前提とした考え方は成り立たないとの見解を

示されました。そして、日本一、幸福が実感できる三重を目指す上で、三重

県が果たすべき役割の一つはこれからの時代に必要な新しい豊かさのモデル

を示すことだと述べられました。その考えに私も本当に賛成をしております。

その上で私は、新しい豊かさを求め、追求するときに、男女共同参画は欠か

せない要素だと考えております。その点について知事の御所見を伺いたいと

思います。 

○知事（鈴木英敬） 杉本議員より御質問のありました新しい豊かさと男女共

同参画についてでありますが、新しい豊かさにおきましては、経済的豊かさ

だけではなく、人と人、人と地域などの多様なつながり、きずなを重視する

という観点が大切になると考えています。 

 このため、県民一人ひとりが能力を発揮して積極的に社会に参画でき、人

や地域とのつながりの中で自らの思い描く夢や希望を実現でき、幸福を実感
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できることが重要です。 

 また、だれか人の役に立つこと、自分の役割を果たす場があること、これ

は幸福を実感できること、豊かさを感じることにつながると考えております。

こうした多様なつながりの中で性別にかかわりなく幸福を実感することを目

指すためには、男女共同参画という視点は欠かせないものであると考えてお

ります。 

 また、杉本議員の御質問に答えるに当たりまして前日に勉強させていただ

いた武村先生のお話の中にも、その男女共同参画、単なる男女平等とかとい

うことではなく、ハッピーになるにはさらにどうしたらいいのかという要素、

魂を込めていかなければならないというお言葉がありました。それに私も賛

同し、そのような視点でしっかりと新しい豊かさ、検討してまいりたいと思

います。 

   〔17番 杉本熊野議員登壇〕 

○17番（杉本熊野） ありがとうございました。 

 今日、多くの女性の皆さんが知事がどんな見解を示されるだろうかと本当

に楽しみにしておりました。新しい豊かさに男女共同参画は欠かせない視点

だという御見解を示していただき、本当に私も力強い思いがいたしました。 

 男女共同参画の先進国では、男女共同参画を人口政策とか労働政策として

位置づけています。そういった国では少なくとも少子化には歯どめがかかっ

ているというのが本当のところだというふうに私も思っています。 

 そのときに本当にいろんな課題があるんですけれども、でも、やっぱり日

本も、それから、三重県もそこは加速しなければならないというところに来

ていて、加速するための一番の手だては何だろうねって私がいろんな方にお

聞きしたら、それはやっぱりリーダーの意識やというふうに言われた方が多

かったです。議会は６％になりました。今日、執行部、県の幹部の皆さん、

33名御出席いただいておりますけれども、１名です。３％です。今回は議会

のほうが参画率は高いようです。そういった本当に知事の一番の足元のとこ

ろも含め、ぜひ鈴木知事にはそういったところを牽引していただけたらとい
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うふうに思っております。 

 新しい知事、36歳という若さにそういった意味では大変期待もさせていた

だいているところです。三重の女性たちは元気ですので、どうぞいろんなと

ころで女性たちにエールを送っていただいて、その一人ひとりの能力をしっ

かりと発揮させていただけるよう、そんな施策を期待したいと思います。特

に今年度策定予定の新しい県政ビジョンに男女共同参画が政策としてどのよ

うな形で入っていくのか、大変楽しみにさせていただきたいと思います。 

 最後になりましたけれども、もう一度防災に戻らせていただきます。 

 私、５月５日、子どもの日に女川町に参りました。そこで女川第一中学校

の校長先生がおっしゃった言葉があります。命を守る国づくり、命を守る人

づくり、それが生き残った私たちの責務ですっておっしゃいました。私は、

やっぱりその言葉が本当にずしんと自分の心に刻まれました。そういったと

ころで三重県内の防災対策を、そして、東日本への支援を進められるよう取

り組んでまいりたいと思います。 

 どうもありがとうございました。以上で終結いたします。（拍手） 

 

休          憩 

○議長（山本教和） 暫時休憩いたします。 

午後０時２分休憩 

                                    

午後１時１分開議 

 

開          議 

○副議長（中村進一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（中村進一） 県政に対する質問を継続いたします。51番 西場信行

議員。 
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   〔51番 西場信行議員登壇・拍手〕 

○51番（西場信行） 皆さん、こんにちは。多気郡選出の西場信行であります。

議長から発言の許可をいただきましたので、一般質問をさせていただきます

のでよろしくお願いをいたします。 

 大きく５点であります。 

 まず、最初の県政の政策展開についてということでありまして、三つの質

問を用意しております。 

 一つ目は、日本一、幸福が実感できる三重を目指す鈴木知事の県政に取り

組む姿勢を改めて問うておきたいと。 

 北川知事は改革を全面的に出して、野呂知事はしあわせプランだったです

ね。そういう中で、知事は改革、変えるということにも大変情熱を持ってお

りますし、また、幸福度という言葉も挙げてみえる。何か両方と重複してお

る部分があるような感じも受けます。そういう意味で、さきの２人の知事さ

んとの違いは何かなと、こういうことを思うわけでありますが、足して２で

割るというようなことでは新鮮味もありませんし、また、日本一若い知事さ

んらしくないというようなことから、ここの部分をひとつ聞いておきたいな

というのが一つで、もう一つは、東日本大震災を受け、原子力が大変注目さ

れておりますが、この原子力政策についての知事の考え方も問うておきたい

と。 

 それから、その次に、東日本大震災で被害を受けた企業の支援ということ

で、今回、６月補正で東日本大震災企業操業支援事業費3000万円、これが出

てきておるんですね。こういったことについてぜひいろいろ御答弁等をいた

だきたいなと、こういうように思います。 

 知事の就任のごあいさつや、あるいは政策集の中で県民幸福実感度日本一、

この言葉が出てくるんですが、そういう中で幸福の定義の部分で人とのかか

わりというものを大事にして、そこに幸福を感じる何かをというようなお話

は非常に私も気に入っておりまして、しかし、これは政策の中でどういうふ

うに反映するかなというのは大変難しいところだと思います。今日はそこで
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の政策議論はちょっとできませんけれども、私はこのことを思うときに、県

の行政の中で少し考えてもらいたいのは、生涯学習の部分で何かつながって

いくものがあるんじゃないかなというようなことを思ったりしておるわけで

あります。 

 特徴について今から述べてもらうわけでありますけれども、知事カラーに

ついて述べてもらうわけでありますけれども、北川知事が登場したときは大

砲を打ち鳴らす黒船だと、こういうことになったんですね。野呂知事は、最

初この議場へ入ってこられたときに少し県会議員が意地悪な質問をされて、

野呂さんはお名前からしてのろ船ですかと、こう言ったら、野呂知事は、私

は名前がそうですが、私の船はスローライフののろ船だといって答弁された

のが印象的です。今回、代表質問でも、クルーザーに例えて三重丸の船長と

いうようなお話もありましたけれども、そんなところも思うところがあれば

出してもらいたいなと思います。 

 この項目だけ一括していきたいなと思いますけれども、原子力問題は三重

県にとって芦浜という大変長い歴史を抱えた大きな課題がございまして、そ

れは古くは芦浜候補地が決定した昭和30年代までさかのぼるわけであります

が、少なくとも私自身が経験しておる今までの経緯の中で申し上げれば、昭

和60年に原子力発電所立地調査推進決議をこの議場でやらせてもらったとき

には、議長の声も、提案者の議員さんの声ももう怒号と騒然とする議場の傍

聴席からの声の中で聞き取れない。そういう中で静粛を、静める議長も制止

も無視される中で、やむを得ず傍聴人の退場を命ずるという中でその決議が

なされてまいってきております。 

 その後、平成８年には南島町の芦浜原発阻止闘争本部のほうから「三重県

に原発いらない県民署名」が81万人出された。そういうところからいろんな

議論も進めて、そして、特に自民党県議団の中には党の中央の基本政策と、

それから、地域の現場の様々な声との間に立って大変な苦悩と検討を重ねた

経緯もありますけれども、平成９年に３年間の冷却期間を置く請願を全会一

致で採択したと。そういう中で、いわゆる３年が経過する中で知事がかわり、
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北川知事の白紙撤回の表明がなされたと。そして、その後間もなく、中部電

力の太田社長のほうから計画断念が発表されると。まことに急な展開、結論

が出てきたわけであります。 

 こういう経緯の中で率直に思うんですが、一県の知事の見解が一国の最も

重要な政策さえも一気に変えていくことができるような事実、ある意味での

体験もさせてもらったんですが、そういう意味で我が国のエネルギーの政策

というものは非常に不安定でわかりづらいものかなというようなことを今も

思っております。 

 鈴木知事は、このエネルギー政策を今回県の新しいビジョンとして地方に

おいても積極的に取り組んでいくと、分散型のエネルギーの配置をというよ

うなお話を前回の会議で示されておりますけれども、県としてこの重要電源

である原発政策についてはどこまでそういう関与ができるものかというとこ

ろは非常に難しい課題であると、こういうように思っておりまして、そうい

うところについても少し触れてもらえればなと、こういうように思っており

ます。 

 私自身もいろんな検討なり思案はしておりますけれども、少なくとも今日

までの原発の是非の議論は、今回の福島第一原発事故の状況を見る中でその

経緯と議論のすべてはこっぱみじんに吹き飛んでしまって、今は跡形もない

感を強くしております。個人的見解と断ってはおきますが、東南海地震など

強く心配されるこの三重県においては、新規立地は目指すべきでないと私は

個人的に考えております。 

 それから、３点目の部分の、もう冒頭申し上げましたので詳しく申し上げ

ませんが、今回出てきましたこの東日本の関連企業の支援事業費3000万円、

これは今起こっておる製造業王国である東北地方の惨状を見るにつけて、そ

の地域だけに終わらない。業界はもちろん、日本、世界にまで影響を及ぼす

大変な状況でございます。このまま手をこまねいておりますと空洞化等の状

況がますます進んでしまうということにおけば、やれることからやらねばな

らないという中で、一県の判断としてこういうものを打ち出されたことに敬
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意を表したいと思います。こういうことについて少し触れて御回答をいただ

きたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 西場議員より御質問いただきました３点について順次答

弁をさせていただきたいと思います。 

 まずは日本一、幸福が実感できる三重を目指す私の県政に取り組む姿勢と

いうことでございます。 

 私は、県民の皆さんに対しまして変化の必要性を訴えて知事に就任をさせ

ていただきました。県民の皆様には三重県が変わったなと実感していただけ

るよう改革に取り組んでいく必要があると考えております。 

 また、改革が県民の皆様の生活によい変化をもたらし、その果実が県民の

皆様のもとに届くということが大切でありますので、そこを意識しながら取

り組むことを考えております。そのような変化が実感できてこそ県民の皆様

が未来に夢と希望を持つことができるのであり、こうした考えのもと、日本

一、幸福が実感できる三重を目指し、新しい三重づくりに取り組んでまいり

ます。 

 私は、日本一、幸福が実感できる三重とは、命と暮らしの安全・安心が確

保された上で県民一人ひとりが個性や能力を生かし、自らの夢や希望に向か

ってチャレンジでき、失敗しても再チャレンジができること、人の役に立つ

喜びを感じることができること、さらには地域に雇用の場が確保され、生活

の豊かさが実感できることだと考えております。 

 こうした中でこれからの三重県が果たすべき二つの大きな役割があります。

一つは、ものづくりの拠点として日本経済をリードする役割です。多彩な産

業技術の集積など、今ある力を発揮することにより県民の皆様が生活の豊か

さを実感できるようにしていきます。もう一つは、成熟した社会における新

しい豊かさのモデルを示すことであります。自然、歴史、文化などの資源を

生かして、経済的な豊かさだけではない、地域社会のモデルを示すことので

きる可能性があります。私は、三重県がこれからの役割をしっかりと果たし、
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県民の皆様が日本一幸福が実感できるよう、県政のかじ取りを行ってまいり

たいと考えております。 

 また、西場議員からは前の野呂知事、その前の北川知事とどう違うのかと

いうお話がありましたけれども、殊さらここが違うんですということを強調

したり、違いを出すことばかりに終始をするようなことでは本末転倒である

と私は思っておりますので、着実に、しかし、大胆にしっかりと進めて、先

ほど申し上げましたとおり、変化の果実を県民の皆さんに届けていくような

ことで全力で進んでまいりたいと考えております。 

 さて、続きまして、原子力発電の関係でありますけれども、先ほど西場議

員からお話のありました芦浜の撤回のお話、これは私がまだ選挙に出る前の

ときから西場議員に教えていただいて、当時、西場議員が議長をやられてお

られて大変思い入れのある、そういう非常に当時の情景が思い浮かぶような

思い入れのある御質問をただいまはいただきました。 

 原子力につきましては、一義的には国のエネルギー政策の中で議論される

べきものでありますけれども、今後は国のエネルギー政策を定めているエネ

ルギー基本計画の見直しの中でしっかりと議論をされるべきものであり、そ

の際には今回の原子力発電所の事故の検証や国民の感情、そういうものも十

分に酌み取って極めて慎重に判断されるべきものと考えております。 

 また、県内における原子力発電所の新規立地については、過去、４原則３

条件というものもありましたけれども、今の状況はそういうものを語る以前

の問題でありまして、議論の余地は全くないと考えております。 

 続きましては、東日本大震災で被害を受けた企業や農業経営者への支援に

ついて、県としてどのように取り組んでいくのかという点でございます。 

 東日本大震災が発生し、我が国が未曾有の危機に直面する中、私は今こそ

心を一つに互いに支え合い、知恵を出し合って乗り越え、活力ある日本を再

生していく必要があると考えております。 

 私も被災地に赴きましたが、多くの企業や農業者が甚大な被害を受けてお

り、その地域において意欲はあるものの事業の停止を余儀なくされている状
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況でした。そのため、今回、震災により現地で事業を続けていくことが困難

となった企業や農業経営者を支援するため、補助制度を新たに補正予算とし

て計上させていただいているところであります。県としましては、被災県な

どとも十分に連携し、真の支援となるよう注意深く取組を進めてまいりたい

と考えております。 

 一方、このような行政による支援を検討している中、四日市市において県

内の企業に加え、福島県会津、北九州、大阪、東京などの企業が中心となっ

てネットワークを構築し、被災地域からの雇用の受け入れや被災した企業と

新たに取引を開始するなどの民間のパワーを生かしたそういう動きが出てき

ております。 

 今後とも、県や民間による取組など様々な方向からの支援が効果的に活用

され、支援の輪が広がるよう努めてまいりたいと考えております。そして、

こうした取組を通じて、被災地の企業や農業経営者の方々が困難の中でこそ

きずなを深め、新たな取組や雇用の場の維持、創出につなげていただければ

と考えております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 鈴木知事に初めて質問をさせてもらって初めて回答を得

たんですが、なかなかすきのない御答弁がありまして、これはなかなか強敵

だなというような思いがいたしました。 

 時間に追われておりますので、余り、後へちょっと延ばしていきますが、

一つだけ、この今回の補正の中で出てきております被災企業の支援事業であ

りますが、非常にデリケートな問題も含んでおりますだけに民民ではなかな

か処し切れない問題だと思っておりまして、やっぱり公的な県が被災地の企

業と、それから、三重県の受け皿であります貸し工場なり貸しオフィスなり、

そういうものとうまく橋渡しをしていくという信頼関係のもとにやっていく

ことが非常に重要かなと、こう思いますので、せっかくできたこの新しい事

業でございます。どうかうまく効果があらわれるようにしっかりと対応して

いただくことを重ねてお願いをしておきたいと思います。 
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 それじゃ、次に、森林・林業政策、２番目に行きたいと思いますが、ここ

でも３点を聞きたいなと思っております。 

 この森林・林業に対する知事の思いというものをお聞きしたいんですが、

と申しますのは、今回の知事の提案説明の中にも林業に対するものが出てき

ていない。それから、今回よく話題になる政策集の中には県産材の市場拡大

についての取組の部分はあるんですが、それは出口論として、入り口論を含

めて、あるいは今現在、国際森林年ということで、国連総会で議決した持続

可能な森林を世界で大事にしていくと。日本の国土の４倍近くがこの20年の

間に消滅しておるというような状況から、国際森林年がいよいよ動いてきて

おります。 

 国においては、森林・林業再生プランという国産材シェアを５割に大きく

引き上げていこうという国の方針が出てまいりまして、この４月には森林法

が改正をされて、そして、その具体的な新たな林業に対する取組が今始まろ

うと、こういう非常に重要な時期に来ておると思います。それだけに知事の

森林・林業に対する思いをぜひ聞きたいなと、こういうように思っておりま

すし、あわせて、全国植樹祭を三重県で開催できないかなということでござ

います。 

 先般、５月22日に和歌山県田辺市で第62回の全国植樹祭が開催をされまし

た。そこで私も参加をしたわけでありますけれども、両陛下のお手植えをは

じめ、和歌山県の小学校の子どもたち１万人が秋にドングリを拾って、そし

て、竹ポットで育てた広葉樹の苗木を県下各地に植えていく。そして、その

大会に参加の人全員にも植樹に参加してもらうというような、子どもたち総

参加の森林教育、環境教育も含めたすばらしい取組があって、お隣県という

こともありますし、紀伊山地の霊場と参詣道のつながりもありまして、正調

伊勢音頭ではないんですけれども、古くから伝わって和歌山県なりに少しア

レンジされた伊勢音頭のかけ声が、最後のフィナーレでその会場をエピロー

グで締めていくというようなことで、大変温かい感動に包まれたイベントを

経験してまいりましたが、三重県は昭和55年以来もう相当の年月が経てきて
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おりますので、この平成25年の御遷宮も視野に入れていただいて、ポスト御

遷宮、あるいは、また、鈴木県政として改めて取り組んでいただくであろう

「美し国おこし・三重」の成果を全国にアピールしていただくというような

意味においても、こういった全国植樹祭をそろそろ御検討してはいかがかと。

伊勢市周辺でいかがでしょうかということと、斎宮もあります、大仏山もあ

りますと、こんなようなことで一遍聞いておきたいと思います。 

 ごめんなさい、じゃ、もう一つ、それから、今、碧南火力発電所の石炭火

力の発電所におきまして、石炭に木質のチップを混入していく、混焼してい

くというこの取組が進められております。このことは、昨年、自民党の三重

県連が自民党の約束、ローカルマニフェストというところで自分たちの目標

にさせてもらったんですが、チップ化で１万トンの需要を創出ということで、

今後このバイオマス利用による、そして、木質のさらなる利用拡大というよ

うなことでこういうマニフェストもつくらせてもらっておりますが、そうい

うものを具体化する取組になるのかなと、こういうように思っております。 

 そこで、この中部電力への碧南火力発電所におけますこの木質チップの混

焼を今後進めていくのに県の対応状況、これもあわせてお聞きしたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 西場議員より御質問をいただきました森林・林業政策に

対する私の思いということであります。 

 森林は、私たちの暮らしに必要な木材を供給するだけでなく、水源の涵養、

県土の保全、地球温暖化防止、生物多様性の保全などの機能を持ち、県民の

かけがえのない財産であります。 

 世界では毎年、日本の森林面積の５分の１に当たる森林が消失する中で、

森林の重要性が国際的にも高まっており、本年は森林の大切さを理解しても

らうための国際森林年と位置づけられております。私も今日はこのピンバッ

チ（現物を示す）をつけさせていただいております。 

 林業は、木を植え、育て、収穫し、また植えるという緑の循環を通じて森
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林を守るとともに、山村地域の経済や雇用を支える重要な産業であります。

しかしながら、木材価格の低迷などから、森林資源は育成から利用の段階を

迎えているにもかかわらず、その生産活動が停滞しています。このため、私

といたしましては、これまでの育てる林業から売れる林業への転換により林

業の再生に力を入れてまいりたいと考えております。 

 林業を再生するためには需要拡大が欠かせません。首都圏などの大消費地

に三重の木、アカネ材などの県産材を売り込み、市場拡大と出荷額の拡大を

通じて林業所得を増大させることが必要と考えており、私が先頭に立って取

り組んでまいりたいと考えております。 

 また、低炭素社会に貢献する再生可能エネルギーとして木質バイオマスの

利用など、新たな用途の開拓にも取り組んでまいります。 

 さらに、需要拡大と木材生産の低コスト作業システムの確立、木材流通改

革などを一体的に進めて、林業の新しいビジネスモデルを構築していきたい

と考えております。 

 先ほど議員からもありましたとおり、本年を国では森林・林業再生元年と

位置づけているところであります。本県においては、豊富な森林資源を生か

し、日本のトップを走れるような三重県林業を目指すことを通じて県民が豊

かさを実感できるよう、森林・林業政策を展開してまいります。 

 私が選挙期間中でありましたけれども、西場議員から林業を含む１次産業

について、１次産業というのは経済的な物差しだけでははかれないんだと。

地域の生活や文化そのものなんだというお話をいただいたことを大変印象深

く思っております。 

 私としましても、この林業についても経済効率性というものだけを重視し

てやっていくというのではなく、幅広い視点で施策を推進していくと、そう

いうふうに考えております。 

   〔辰己清和環境森林部長登壇〕 

○環境森林部長（辰己清和） 私のほうから、全国植樹祭のことと火力発電所

での木材チップの利用ということをお答えしたいと思います。 
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 まず、全国植樹祭でございますが、御指摘いただきましたように、昭和25

年に第１回が山梨県で開かれまして、天皇皇后両陛下の御臨席のもと、全国

各地から緑化関係者等の参加を得まして、国民の森林に対する愛情を養うと、

培うということを目的に社団法人国土緑化推進機構と開催県の共催で毎年持

ち回りで開催されております。 

 本年は５月に和歌山で開かれたということでございますが、三重県では第

31回大会を昭和55年５月に菰野町で開催いたしまして、会場跡地は三重県民

の森として今親しまれているところでございます。 

 全国植樹祭の開催は、県民の森づくりへの参加を進める上で、また、三重

県の情報発信の場としても意義があると考えられます。現在、平成26年の第

65回大会まで開催県が内定していると聞いておりまして、今後の開催状況や

他の行事などを総合的に勘案し、本県においてもどのような時期に開催すれ

ばいいのかよく検討していきたいと思います。 

 次の碧南火力発電所における木材チップの件でございますが、中部電力で

は、昨年９月から碧南火力発電所におきまして石炭に木質バイオマスとして、

カナダからの輸入でございますが、木材チップを３％石炭に混焼する混焼発

電が開始されております。 

 県では、県産チップの供給を進めるということで、中部電力と木質バイオ

マス利用連絡会議、これを設置いたしまして検討を進めているところでござ

います。これまで中部電力と連携いたしまして国内の先進地調査、あるいは

県内の利用可能量調査、それから、県産チップの燃焼試験等を実施してまい

りましたし、それから、低コスト収集運搬の方法など、木質バイオマスは再

生可能エネルギーの中で安定供給が課題ということでございますので、そう

いう供給システムの検討を行っているところでございます。 

 また、県内の森林組合、素材生産業者、チップ加工業者等の関係者と連携

いたしましてチップの低コスト供給システムを構築するということで、収集

運搬方法、あるいはチップの基準等につきまして今意見交換会を開催してい

るところでございます。 
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 中部電力では本年３月に県産のチップを実際に火力発電所で燃やしてみる

という実機試験というのを計画しておったわけでございますが、東日本大震

災、あるいは浜岡原発運転の停止というこの対応によりまして現在延期され

ておるところでございます。本年秋には夏の電力需要もピークを終えるとい

うことでございますので、ぜひ実施するということで今予定しておるところ

でございます。 

 県では早期に県産チップを碧南火力発電所に供給いたしまして、混焼発電

を実現し、未利用間伐材等を木質バイオマスエネルギーに有効に活用するこ

とによりまして、環境対策とあわせて新たな雇用の創出や林業の活性化にぜ

ひつなげていきたいと、このように考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） その木質チップの件ですが、秋から始まってくるとなる

ともうそれほど時間がないんですね。相当その準備をしっかりと進めていた

だきたいと、こう思いますし、先ほどもお話がありましたように、浜岡原発

の停止ということであれば、電力会社のほうもこれに拍車がかかるであろう

し、また、そういう中でＣＯ
２
対策の中で木質を混入していくということに

ついて今まで以上にその必要性が出てくるだろうと。 

 碧南火力発電所は日本一の石炭火力だと言われておりますけれども、全国

のほうでもそういう動きが出てくるとすれば、三重県として伐採した木の末

端部分といいますか、Ｃ材、Ｄ材の部分をそのようにチップ化して集めて、

そして、搬入していくというシステムをしっかりと準備をしていくことによ

ってその対策が早く準備ができる。これはこれから利用間伐という時代を迎

えての大変重要な役割も担ってくると思いますので、ぜひその点を早急に準

備に入ってもらいたいと思いますが、その点について、部長、もう一言どう

ですか。 

○環境森林部長（辰己清和） 先ほど、秋ごろに延期いたします混焼、実機試

験のことでございますが、今カナダから来ておりますチップがかなり大きな
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形状をしたチップでございまして、国内の分になりますと非常に小さくなっ

て、混焼がうまくいくかどうか、まずそれをやった上で次の部分に入ってく

るということで、そのために何としてもまず、先ほど申されましたが、私ど

もも何とか１万トンを三重県から供給するようなところで頑張っていきたい

と、このように思っています。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） それじゃ、その次、３番目に入ります。 

 ３番目の質問は二つありますね。津波による伊勢湾の黒ノリ被害に対する

支援、それから、二つ目は、今現在進んでおります三重県水産業・漁村振興

指針の検討状況というようなことでございます。 

 三重県の水産は既に御案内のとおりでございますが、伊勢湾内、あるいは

この志摩、度会のリアス式、そして、熊野灘、様々に変化に富んだ海があり、

漁場があります。そういう中で多種多様な漁業が営まれておりまして、昭和

59年ごろの生産のピークからはもう約半減してきておりますけれども、それ

でも全国で第６位という生産量を持っておる全国有数の水産県であります。

その水産県をあの東北で起こった大地震が襲いまして、この県内の水産業に

多大な損害を、約40億円と、こういうように報道をされておりますし、南伊

勢町のマダイ養殖、あるいは鳥羽のカキ養殖、いかだの被害等は大変甚大で

あるということも聞き及んでおりますが、伊勢湾内の中まで入り込んできて、

黒ノリの網を巻き込んでずたずたにやってしまったその被害というものも大

変多くございます。 

 私の地元には大淀、下御絲という地域があるわけでございますが、そこで

当時はそれぞれに100戸以上のノリ等の漁業をやってみえる方がおみえでご

ざいましたが、今はその約１割ぐらいになってしまって十数軒になってしま

いました。もうその人たちは本当に頑張ってこの漁業を営んでおられます。 

 そういう人たちの今回気持ちをそぐような被害が出てまいりまして、大淀、

下御絲だけでも１億6000万、7000万円の被害になった。１戸に単純に平均し

ますと1000万円ぐらいの被害が出ておるわけであります。経営環境が厳しい
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中でございますので、この被害対策をぜひともお願いしたいということでご

ざいますが、直後には県のほうで緊急の対策事業をつくっていただいて、こ

の残骸の処理等にしっかり対応してもらったことをまずありがたく思ってお

ります。 

 今後は、今年の秋にまた備えるノリ網のセット、浮き流しの組み立てを昼

夜問わずみんなで一生懸命頑張ってやっております。経費もかかりますし、

大変な労働でございますし、平年であればこのときにアサリだとか、あるい

はその他の浜へ行って、仕事、現金収入があったわけでありますけれども、

今はそれなしにその作業にいそしんでおると、こういう状況でございます。

そういう中において、これからの黒ノリの被害に対する支援というものをし

っかりやっていただきたいと。現在の取組を聞かせてもらいたいと思ってお

ります。 

 もう一つは、10日の一般質問のときに私どもの会派の村林議員が水産につ

いて質問をしていただいた。そのときに渡邉農水商工部長が答弁の中で、こ

れからは災害に強い、もうかる漁業を目指すと、こういうように答弁をして

いただいた。私はこのもうかる漁業という言葉、もうかるというフレーズに

少なからず感動を覚えました。恐らく第１次産業の県の方針の中でもうかる

という表現がこういう公式の場で方針として出てきたのは、私の記憶する限

り、10年以上、恐らく15年ぐらいぶりではないかなと。その年月は前の前の

知事の時代に大きな改革があって、県は生産振興に直接的な関与を極力控え

るべしという県方針が出て以来、農業も林業も水産業もそういうところの県

の公的支援というのは非常に押さえつけられてきた感が強うございます。そ

の呪縛から解放されるような福音のような響きを私は渡邉部長の言葉に聞い

たんですね。 

 と申しますのは、昨年１年かけて三重県食を担う農業及び農村の活性化に

関する条例、渡邉部長としっかり議論しましたけれど、あの当時、もうかる

農業という目的、表現をお願いします、お願いしますと何遍か言ったんだけ

ど、ついぞこれを取り入れてもらえなかった渡邉部長がいつどういうように
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変心されたのかというところは深くは追及いたしませんけれども、どうかそ

ういう意味で今つくっております三重県水産業・漁村振興指針づくりにおい

て、このもうかる漁業という視点をしっかり盛り込んでいただきたいことを

要望しながら質問をさせてもらいます。よろしくお願いします。 

   〔渡邉信一郎農水商工部長登壇〕 

○農水商工部長（渡邉信一郎） まず、伊勢湾におけます津波による黒ノリ被

害への対応についてお答えいたしたいと思います。 

 伊勢湾の黒ノリ養殖業では、東日本大震災によりまして伊勢市や明和町を

中心に約３億6000万円の大きな被害が発生しております。そこで、県として

は、まず、被災したノリ網の処理やノリ網を固定するアンカーの引き揚げな

どへの支援に取り組みました。 

 また、今回の補正予算では、黒ノリ養殖業の復旧復興に向けて国の激甚災

害制度を活用した養殖施設の復旧や、養殖の再開に必要な資金の無利子化に

よる復興を支援してまいります。さらに、過去の債務整理に活用できる新た

な融資の返済期限の延長や無利子化によって、経営の安定化を図ってまいり

たいと考えております。 

 今後、このような取組について漁業関係者の皆様に十分周知し、漁協等と

連携をして相談に応じるなど、黒ノリ養殖業の復旧復興をしっかり支援して

まいりたいと考えておるところでございます。 

 次に、三重県水産業・漁村振興指針、仮称でございますけれど、検討状況

等についてお答えをしたいと思います。 

 中長期的な視点に立った、仮称でございますが、三重県水産業・漁村振興

指針については、県民が期待する水産物を安定的に供給できる希望ある水産

業・漁村の実現を目指しまして、地域の水産業や漁村ごとの振興計画の策定

実行や県１漁協の構築を進める中で、高い付加価値を生み出す水産業の確立、

地域資源を生かした漁村の活力向上、自然と共生する生産性の高い水産業・

漁村の構築のための施策を検討しておるところでございます。 

 これらの施策に基づく具体的な取組を示しました、これも仮称でございま
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すが、三重県水産業・漁村活性化計画とあわせて、できるだけ速やかに策定

を完了させたいと思っております。 

 今後の取組方法でございますけれど、この指針等に基づきまして、これま

で持続的な生産が可能な水産業の推進として取り組んでまいりました稚魚や

稚貝の放流、藻場、干潟の再生、新たなノリ品種の開発、水産基盤の整備な

どとともに、伊勢湾をはじめとする県内の漁業、漁村において６次産業化な

どの取組を計画的に実施していくことで、持続可能なもうかる漁業への転換

を目指してまいりたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 先ほど、改めて部長のほうからもうかる漁業というもの

を目指すというお話をいただきました。これからの新たな展開に心から期待

をいたしたいと思います。 

 それじゃ、続きまして、中小企業の振興対策に入りたいと思います。 

 リーマンショック、そして、円高、そして、このたびの大震災というよう

なことで、県内の商工業、中小企業への影響というのは本当に甚大でありま

して、まさに地域経済、これを支える商工業は存続の危機を迎えておると、

こういうように思います。これからの三重県を生かしていくのもつぶしてい

くのも県の中小企業対策にかかっておると、こういうことも言えると思いま

す。 

 私ども議会のほうで、議員提案で三重県地域産業振興条例というものをか

つて制定させてもらいました。国に頼らない三重県としてのボトムアップ的

なみんなで考えた地域産業の振興策を自らつくって、自らそれを実践してい

く。そして、県や国がそれを応援していくと、そんな体制をつくって条例化

したわけでありますが、そして、その展開に期待を持っておりましたし、現

在も持っておるわけでありますが、なかなか実効ある成果が出てきておりま

せん。 

 今、改めて商工業、中小企業の振興を県が決意を持って、理念を定めてそ
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れを進めていく必要があると、こういうように思っております。大きなグロ

ーバル経済の流れというものはそんな簡単に変わるわけじゃありませんけれ

ども、今、結果として地方に対して大変厳しい結果が出てきております。こ

の時代の背景のもとではありますけれども、県として講ずべき独自の経済政

策というものがあってしかるべきだと、こういうように思います。それは県

下の各地域を現場で支えております小規模事業者を重視した政策だと、こう

いうように思いますし、ぜひ地域資源を生かして地域内で物がつくられ、そ

して、それが地域内で循環していく、物やお金が循環していく、そういう経

済の仕組みを県が主体的になって取り組んでいただければなと、こういうよ

うに思います。 

 県の出先の末端の商工業の組織というのが非常に細くなってしまいました。

私の松阪庁舎にも農林商工環境事務所というのがありますけれども、商工は

だれがどういうようにやっているかというと、全然現場で見当たらないです

ね。しかし、県の行政はここの吉田山だけで指令を出しておったらいいとい

うわけじゃないと思うんですね。効率だけを考えるのであればそれもいいで

しょう。しかし、現場がすべてでありますから、そこへ気を配る。そして、

行政を行き届かせるという県の広域行政は市町とともにまた必要だと、こう

いうように思うんです。 

 小規模事業者に光を当てて、そして、小規模事業者を組織する商工団体と

も連携をして、県が主体的に現場に出向き、産業対策を講じていく。そんな

ことをして三重県の元気を回復していくということを進めていく、その基本

的な考え方、政策を今打ち出すべきだなと、こういうことを思っておるわけ

でありますが、知事の「すごいやんか、三重」の政策集にそのことが書かれ

ておりまして、県における中小企業政策の基本原則や行動指針を定めた日本

初の中小企業振興条例を策定したいと、こういうような表現が出てきており

ます。ところが、現在のこの６月会議にその一言もないし、去年から防災農

水商工常任委員会でいろいろ議論してきた中小企業振興方針も出てこないし、

一体どうなったのと、こういうように思うんです。現在の状況をお聞かせく
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ださい。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 御質問のありました中小企業振興条例の関係であります

けれども、中小企業は本県にある企業６万800社のうち99.8％になる６万700

社、常用雇用者では87.1％、約36万6000人を占めており、地域経済や雇用を

支えている重要な存在であります。 

 近年、中小企業を取り巻く状況は、経済のグローバル化、東アジア諸国の

急成長、少子・高齢化等による国内市場の縮小、国内産業の海外移転などの

パラダイム転換とも言うべき劇的な変換期を迎えています。 

 私は、三重県のこの東日本大震災後の重要な役割の一つとして日本経済を

リードするという役割があると。そういう日本経済をリードする役割を担う

のはまさに中小企業だと思っています。これまでも世界をリードしてきた日

本の名だたる企業、ホンダ、シャープ、ソニー、パナソニック、こういうと

ころもすべて最初は小さな中小企業でありました。そういうようなことも踏

まえ、このような状況の中、これからの地域経済の中心となって雇用を確保

する役割を果たすのは中小企業しかないと、そういう強い危機感から中小企

業振興条例を策定する必要があると政策集にも書かせていただきましたし、

そのように認識しております。 

 県の取組としましては、昨年度までの県議会との議論を経て、当初予算に

おいて中小企業振興のあり方を検討する予算を計上しています。その中にお

いて専門の検討委員会を設け、県内中小企業の現場の経営者の皆さんの声を

聞くなど、県内の状況を的確に把握しつつ、そして、今後の小規模事業者を

より元気が出るようにと、そういう視点を大切に中小企業の振興の方向性の

検討を進めてまいりたいと考えております。その大まかな振興の方針につき

ましては23年度中に取りまとめたいと考えております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 鈴木知事から力強い決意を聞かせていただいたと思って

おります。現実が厳しいだけに、ぜひとも拍車をかけて頑張っていただきた
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いと思います。 

 さて、最後の質問項目に入りますが、宮川流域の水の問題をお願いしたい

と思います。 

 今年は宮川ダムの流域の雨が大変少なくて、いわゆる異常な渇水年でござ

います。３月に降った雨は平年の平均のわずか14％、４月では35％、こうい

う少雨でございまして、５月に入って平年以上の雨が降りまして農業者もほ

っとしておるというようなことではございましたけれども、そこで、毎年そ

ういう時期にやっていただいておるんですが、国、県、企業庁、そして、宮

川用水土地改良区などで構成する宮川渇水調整協議会で、農業用水確保のた

めにそれぞれいろいろ協議をしていただいたということでございまして、そ

の点につきましては感謝を申し上げたいと思います。 

 その結果、４月11日から宮川ダムに貯留しております農業用水の放流が開

始されたわけでありますが、既存権であります750万トンは既にもう使い切

りました。そして、現時点では1000万トン程度を超えるほどになっておると

いうように聞いております。 

 この放流する方法につきましても、例年そうだと思いますが、まず、中流

にあります三瀬谷ダムの水をまず先に優先的に使って、そして、あと、それ

では不足する部分を宮川ダムの水で補うと、こういうような形をとっておる

んですね。 

 そういうことについて、今までの長い経緯の中でそういうものをずっと継

続して、農業用水の確保、あるいはその下流の河川の流量といいますか、魚

道放流の水の確保も三瀬谷ダムの貢献によってやっていただいておりまして、

この点は企業庁の大変な、誠実な努力に敬意を表しておきたいと、こういう

ように思うんですが、今回、水力発電が民間譲渡をされるという方向になっ

てまいりまして、今日の新聞によりますと知事の会見の内容が少し地元新聞

に出ておりましたけれども、その基本合意が１カ月ほど遅れるという中であ

るようではありますけれども、間もなくそういう譲渡の基本合意がなされる

という方向の中で、このような公営企業であります企業庁の貢献が民間企業
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においても本当に着実にできるのかどうかということを、もう余り時間がな

いので改めて再確認させてもらいたいと思っております。 

 それから、地元、宮川上流の漁協あたりが常に心配をしておりますのは、

昭和42年ですか、三瀬谷ダムが完成したときに協定書ができておりまして、

当時の宮川上流漁協の水谷組合長と当時の三重県の企業庁長、田川亮三企業

庁長が協定を結んで、三瀬谷ダムで遡上が阻害されるアユのために毎年50万

匹を稚魚放流するよと、こういう協定がなされております。様々な経済変化

が激しいときだけに、中部電力とはいえ民間会社というだけに、その担保、

補償が永続的にできるのかどうか、県としての対応を求めておるわけであり

ますが、その点について、これは企業庁長かわかりませんが、お伺いをいた

しておきたいと思います。 

   〔東地隆司企業庁長登壇〕 

○企業庁長（東地隆司） それでは、２点答えさせていただきます。 

 まず、１点目のかんがい用水の補給についてですが、この件につきまして

は、企業庁は渇水時に宮川ダムの発電用貯留量の一部をかんがい用水へ融通

するとともに、宮川ダムと連携しながら三瀬谷ダムの運用を適切に今、行っ

ております。 

 それで、今後ですけれども、協定に基づいた三瀬谷ダムや宮川ダムのかん

がい補給に関する運用を継続することにつきましては中部電力ともう既に合

意しておりますので、今後、ダム操作や土地改良区との連携など、具体的な

運用について譲渡後も確実に継承していきます。 

 それから、次のアユの放流についての件でございますが、この件につきま

しては、三瀬谷ダムの建設によりアユの遡上ができなくなるため、三瀬谷ダ

ム建設時に宮川上流漁協と締結した協定に基づき、毎年度、アユ放流に対す

る経費負担を行っております。この件につきましても中部電力と合意をいた

しておりますので、今後、方法等について宮川上流漁協と協議の上、確実に

継続していきたいと考えております。 

 以上でございます。 
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   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 庁長のほうから着実に継続していくというお話がありま

した。話としては前からもそういうように伺っておるんです。そこで、これ

は文書でやっぱり交わしていただかねばならんと、こういうことを思うんで

すが、そのときに県としてこのことを保証人として入っていただくというこ

とができるかどうか、こういうことが非常に重要になってこようかなと思い

ます。 

 もう一つ、この三瀬谷ダムの運用でございますが、やっていただくわけで

ありますけれども、優良な企業とはいえ、やっぱり採算を度外視してどこま

でやってもらえるのかなという現実論の問題が降ってきたときにどうするん

だ。例えば今年でも雨が少ないですから、三瀬谷ダムにも協力してもらう。

しかし、三瀬谷ダムといえども流入量が少ないですから、どんどん出すわけ

ですね。そうすると、三瀬谷ダムのこのダムの水位が78メートルを切ってき

たらもう発電はできないんです。発電最低水位が78メートル、でも、流し続

けなくちゃならない。発電せずに協力するわけです。それを企業庁がやって

いただいておる。ありがたいと。じゃ、発電せずに中部電力も水を流してく

れますかと。流しますとあなたは言ってくれるんですよね。発電せずにです

よ。もう一度確認しておきたいと思います。 

○企業庁長（東地隆司） 協定に基づいた、いわゆるかんがい放流については

中部電力側も合意しておりますので、これは確実に履行するように私どもは

行っていきたいと考えております。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 

○51番（西場信行） 協定文書の中に県が入るということについてはいかがで

しょうか。 

○企業庁長（東地隆司） この件につきましても、団体との話もございますの

で、そこら辺の意見も伺いながら話し合いを進めていきたいと考えておりま

す。 

   〔51番 西場信行議員登壇〕 
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○51番（西場信行） まだまだ話し合いの部分がたくさんあろうかなと、こう

いうように思いますが、しかし、知事の記者会見では１カ月ぐらい遅れると

いうお話がございましたけれども、とはいっても、さほどもう基本合意まで

に時間がないんですね。その点をしっかり詰めていただくようにお願いをし

て、後でしこりが残らないような決着をしてもらうようにお願いをいたした

いと思います。 

 時間が来ましたので、私の質問を終わります。どうもありがとうございま

した。（拍手） 

○副議長（中村進一） 44番 三谷哲央議員。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇・拍手〕 

○44番（三谷哲央） 桑名市・桑名郡選出、新政みえ所属、三谷哲央でござい

ます。 

 一般質問２日目最後でございまして、代表質問から数えますと３日目の一

番最後、知事のほうも大変お疲れとは思いますが、間もなく終わりますので、

どうぞ頑張っておつき合いのほどお願いを申し上げたいと思います。 

 私自身も２年以上、代表質問、一般質問はおろか、総括質疑も委員会質疑

もやっておりませんでしたので、かなりさびついておりますので、少し的を

きちっと射るような、そういう質問ができるかどうか不安でございますけれ

ども、しっかりやらせていただきますのでよろしくお願いをしたいと思いま

す。 

 それでは、通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 最初に、新たな行財政改革の推進についてということでございます。 

 知事は、去る６月３日の提案説明の中で、今年度、当面注力していく課題

や取組として、注力というのはなかなか今までなかったんですけれども、新

知事になってからこの注力という言葉が出てくるんですが、注力していく課

題や取組として、一つ、東日本大震災への対応、二つ目として、教育再生、

教育立県に向けて、三つ目、雇用・経済対策、四つ目として、地域医療の確

保、充実、五つ目として行財政改革の推進、この五つを挙げられております。
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いずれも我が三重県にとりまして極めて重要な課題でございまして、一つ一

つ内容を掘り下げてお伺いすべきところではございますけれども、既に代表

質問や一般質問、こういうところでも取り上げられておりますし、時間の関

係もございますので、残りは９月の代表質問でさせていただきますのでお楽

しみいただきたいと思いますが、今回は行財政改革について幾つか質問をさ

せていただきたいと、こう思います。 

 知事は提案説明で、本県の財政状況につきまして、一層の硬直化、税収の

減少と県債残高の増加などの懸念を表明された上で、新たな行政需要に的確

に対応し、新しい県政ビジョンを着実に進めるためには、総人件費の抑制や

事務事業の抜本的見直しなどにより財政を確保する必要があると、そのよう

に述べられております。 

 そのためにはしがらみと無駄を断ち切って、先導・変革、自立・創造及び

簡素・効率の観点に立って新たな行財政改革の取組を進めるとともに、三重

県版事業仕分けなどにより、聖域を設けることなく、すべての歳出をゼロベ

ースで見直し、税金の使い方を変えていく、このようにおっしゃっています。 

 さらには、将来世代に負担を先送りしないよう、４年以内に県債残高を減

少させる、そのような取組にも力を注いでいくんだと、このようにおっしゃ

っておるわけであります。 

 そして、それを受けてでございましょうが、この６月６日には行財政改革

を進める庁内組織でございます県行財政改革推進本部、これは知事が本部長

になりまして25名で設置をされた。その第１回の本部員会議が開かれたと新

聞等に出ておるところであります。 

 その会議の中で、県政ビジョン策定にあわせて、県庁組織の見直しをして

いかなければならないなどの意見が出たとも新聞に出ておりまして、知事の

政策集でも県民局の見直しと権限の市町への移譲がうたわれております。こ

れからの県庁の見直しがどう行われるか、大きな関心を持って注目をしてお

るところであります。 

 さらに、７月上旬には外部有識者による経営戦略会議、これは仮称でござ
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いますが、経営戦略会議を設置して意見や助言を受けるとも報じられており

まして、その議論の行方にも大いに注目をしております。 

 また、知事自身も会見で特定のモデルはないと言いつつも、過去に北川さ

んが知事をやっていたときにつくった基準も参考にしながら今基準をつくっ

ているとも語られておりますし、代表質問とか全員協議会等のときにも少し

話が出たかと思いますが、知事の政策集に再び行政改革のトップランナーに

とあるように、北川改革そのままではないということは十二分にわかってお

りますが、少なくとも北川さんの改革、これを意識されている。これは否定

はできないのではないかと、こう思っております。 

 そこで、改めて３日の全員協議会で配られました「新たな行財政改革の推

進について」と題するペーパーがございまして、まさにこれをもとにこれか

ら議論が進んでいくんでしょうが、Ａ３の紙にフローチャート風に図表が出

ております。この図表を見ておりますと、何か昔一回見たことがあるなと、

こう思ったんですが、ちょうど昔、北川さんが改革をされるころに同じよう

な図表を提示されまして我々に説明をされた。それを思い出したわけであり

ます。まさに北川県政のときにタイムスリップした、そんな感じがしており

ます。ある程度期数を経られている方は皆さん覚えておられるのではないか

と思います。 

 そこで、その北川行革と今回知事が考えております鈴木行革、これを比較

しながら少し話をさせていただきたいと思います。 

 実現目標、これは鈴木県政では何度も話が出ております。日本一、幸福が

実感できる三重、北川県政では住民満足度の向上、この違いがありますが、

非常に大きな目標をそれぞれ掲げておられる。 

 これに対しましての三つのキーワード、同じようにあるんですが、鈴木行

革の三つのキーワードは、先ほど言いましたように、先導・変革、自立・創

造、簡素・効率、北川行革、北川流の三つのキーワードは今は懐かしい分

権・自立、公開・参画、そして、同じ簡素・効率であります。文字づらは少

し違うんですが、スタイルは全く同じというふうに考えております。 
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 さらに、鈴木知事は経営戦略会議を設置して、外部の有識者等の意見を幅

広く聞くんだと、このようにもおっしゃっておりますし、北川さんは同じく

学識経験者や経済界の方、こういう方から成る行政システム改革推進会議、

こういうものを設置しまして、意見を伺いながら推進をされた。改革案をつ

くっていかれたということであります。 

 こういうものはだれがやってもよく似たスタイルになるのかもわかりませ

んが、鈴木行革は北川行革とどう違うシステムの進め方をされるのか、まず

この点からお伺いをしたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 三谷議員より御質問をいただきました新たな行財政改革、

特に北川前々知事の時代とどう違うのかと、どういう理念なのかということ

であると思いますけれども、答弁させていただきます。 

 県民の皆様が変化を実感できるよう県政の改革を進め、未来に夢と希望を

持つことのできる新しい三重をつくり上げていくことが私の使命であり、今

後の三重県のあるべき姿とその実現に向けた政策展開の方向などを示す新し

い県政ビジョンを策定し、県民の皆様と力を合わせて推進していきたいと考

えております。 

 そのためには、健全な財政運営を図りつつ、必要な財源を確保するととも

に、新しい県政ビジョンを着実に推進できる組織体制の整備やこれまでの事

業のあり方の抜本的な見直しが必要です。 

 そこで、先ほども御指摘いただきましたけれども、先導・変革、自立・創

造、簡素・効率の三つをキーワードに新たな行財政改革に取り組んでまいり

ます。 

 まず、先導・変革として、国からの要請によることなく、三重県が独自で

行財政改革を先導し、変革のトップランナーを目指します。 

 次に、自立・創造として、自分のハンドルで自分たちの望む方向に進み、

自主自立の地方自治を確立するとともに、税金の使い方大改革により新しい

三重づくりに取り組みます。 
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 また、簡素・効率として、事務事業をはじめ、既存の仕組みを見直し、最

小の経費で最大の効果を上げ、簡素・効率を実践していきたいと考えており

ます。 

 理念ということ、お話がありました。キャッチフレーズ的なものはまだ目

新しいものとかを考えているところではありませんけれども、なぜ私がこの

行財政改革に取り組むのかという点については大きく二つあります。 

 一つは、自立した地域経営を実現しなければならないと。これは国に依存

せず、将来世代に依存せず、景気変動にも依存しない。いろんな外的リスク、

県民の皆さんの命や暮らしを守っていくために何かに依存するファクターが

あると、それによって県民の皆様を守っていくことの安全性が上下したり、

低下したりしていく可能性がある。なるべく自立した地域経営を実現しなけ

ればならない。そういうような観点から、財政については硬直性がないよう

に、いざというときや時代に合わせた事業ができるようにということで、自

立した地域経営を実現するというために行財政改革をやるんだということが

一つ目。 

 二つ目は、自己変革の組織風土づくりをしていかなければならない。議員

も御案内だと思いますが、経営で有名なドラッカーという方がこうおっしゃ

っています。変化をマネジメントする最善の方法は、自ら変化をつくり出す

ことであると。時代がいろいろ変化していく。それに対して何かマネジメン

トしていくときに最善の方法は、自分で変化をつくり出していくことである

と。外からとか、だれかに言われたとか、何か不祥事があってとか、そうい

うことで行財政改革をやるんじゃなく、自ら変えていく、そういう組織風土

づくりをしていかなければならない。 

 一方で、今二つ申し上げましたが、変えてはいけないもの、基本原則、こ

れがあると思います。これは野呂知事のときも、北川知事もおっしゃってい

たと思いますが、県民のためということであります。この行財政改革が県庁

の自己満足に終わることなく、県民の皆さんのためにやるというこの基本原

則はずっと変わってはならないと、そのように考えております。 
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 このような観点から、これまで三重県が先進的に取り組んできた蓄積を十

分に生かして、再びという言葉を使いましたのは、そのときに戻ろうという

ことではなくて、むしろ今まですべての蓄積を生かして、今でも先進的だか

らと現状に満足するのではなく、ここでいま一度気を引き締めてさらなる高

みへ行こうという、そういう意味で再びという言葉を使わせていただいたと

いう次第であります。 

 今申し上げたような、なぜやるのかという観点、そして、変えてはならな

いもの、そういうことを大切にしながら新たな行財政改革に取り組んでまい

りたいと思います。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 北川さんが知事になられたのが1995年、平成７年で、阪

神・淡路大震災のあった年なんです。今回、知事がこの東日本大震災、この

年に知事になられたというのは何か少し因縁めいたことがありますが、私も

同じ年に県会議員、中村副議長も一緒なんですが、同じ年に当選をさせてい

ただきました。ですから、そういう意味では非常に鮮明な記憶があるわけで

す。 

 北川さんは、着任後、二つの大きな改革に手をつけられました。一つは、

県庁内部に向けての職員の意識改革、これがさわやか運動というものであり

まして、もう一つが外に向かっての三重県のあるべき姿といいますか、これ

から進むべき道、方向というものを明らかにした三重のくにづくり宣言、こ

の二つであります。とりわけ1997年、平成９年に発表されました総合計画、

三重のくにづくり宣言は、副題に2010年への変革と創造という言葉がついて

おりましたように、新しい三重県をつくるということと、そのためには行政

のあり方を変えるんだと、こういうつくる、それから、変える、これをセッ

トにした当時としては非常に珍しいというか、ユニークなものでございまし

た。 

 また、この三重のくにづくり宣言が従来のものと少し違いますのは、５年

の実施計画をつくられたということで、政策、施策ごとに具体の数値目標、
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これを設置し、毎年その進捗状況をくにづくり白書という形で公表をしてき

た。このことは野呂県政でも戦略計画につながり、県政報告書として今日ま

で受け継がれてきておるのは知事も御承知だと思います。 

 北川県政では、三重のくにづくり宣言に沿って生活者の立場に立った行政

を展開していくためには、行政の考え方、枠組み、組織などを変えていかな

ければいけない、行政システム改革をする必要があるということで、行政シ

ステム改革に取り組んだわけであります。 

 鈴木知事も今おっしゃったように、これから自立した地域経営、また、自

己変革、こういうものを軸にやっていくんだということでございますし、行

財政改革のキーワード、ここに書いてあります考え方で、日本一、幸福が実

感できる三重を目指して、新しい県政ビジョンを着実に推進するために新た

な行財政改革に取り組むんだと、このようにも述べられております。 

 県政ビジョン、総合計画を推進するために行革が必要だと言っているのは

お二人とも同じことなんですが、北川さんは改革の目標は住民の満足度の向

上だと、こういうことを明確におっしゃっていまして、そのために公共サー

ビスを受ける立場に立った、つまり生活者起点の行政へと転換しなければい

けないんだと、こうおっしゃっているわけです。これが正しいかどうか、こ

れはまた別の議論になりますが、知事の場合は日本一、幸福が実感できる三

重、これを実現するために何をどう転換されようとしているのか、その点を

教えていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） ただいま御質問をいただきました何をどう変えるのかと

いうことにつきましては、北川知事の時代に置かれていた県庁の状況や社会

の環境というものと、現在の県庁のこれまでの行財政改革、北川知事、野呂

知事がやってこられた蓄積、あるいは、社会や経済の状況、これは全く違う

状況にあると考えております。 

 私もまだ実際に事務事業であるとか、組織であるとか、県の関与の問題で

あるとか、どういう部分をどう変えていくのかというのは、これからさらに

これまでの蓄積も生かしながら精査をしていきたいと考えておりますけれど
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も、一方で、野呂知事の時代に新しい時代の公ということで、公共領域を行

政のみで担うのではなく、民間の方々、多様な担い手によって担っていかな

ければならないという要素も加わってまいりました。そういうようなことも

考えまして、何をどう転換していくのかということについては、今申し上げ

た事務事業や組織、あるいは県のいろんな関与についてどういうふうに変え

ていけばいいのかというのはこれから精査をして、また、議会においても提

示をさせていただきたいと考えております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） これからいろいろ御検討されるということだろうと思い

ます。先ほど知事のほうから、先導・変革、自立・創造、簡素・効率のこの

三つのキーワードを簡単に御説明いただきました。北川さんと比較して議論

しているとなかなか話しにくいんですが、北川行革のキーワードは、先ほど

言いましたように、分権・自立、それから、公開・参画、それから、簡素・

効率なんですね。これはそれぞれの言葉はそれぞれの意味が当然あって、一

つの統一した考え方、理念で裏打ちされて出てきているわけなんです。単に

言葉のごろがええとか、スローガン的に並べれば非常に受けがいいとか、そ

ういう話では当然ないわけですね。 

 何度も言いますように、北川さんの考え方というのは、住民の満足度を上

げるためというのが一つ大きな目標があるわけです。そのために行政は住民

のニーズに的確に対応する必要があると。できるだけ住民に近いところで行

政サービスは展開すべきだという、ニア・イズ・ベストということですよね。

官から民の自立とか、国から地方の自立などの考えに立って、一番近いとこ

ろで公共サービスを提供するということで分権・自立という言葉が出てきて

いるわけです。その考え方に従って、例えば住民の一番近いところで行政サ

ービスをやるべきだということで県民局に権限ですとか財源をある一定渡し

て、できるだけ近いところで行政サービスをやりましょうよという、そうい

うことを考えたということが県民局改革につながったわけです。 

 また、住民の満足度を高めるためには、税金の使い方、こういうものをき
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ちっと明らかにして、住民の意見をよく聞いて、また、サービスの内容をよ

く御説明して、納得していただきながら、また同時に、住民の声をできるだ

け行政の中に反映をさせていくということが必要だということで、公開・参

画という言葉が出てきています。 

 また、当然のことながら、住民の方々の御負担をできるだけ小さくする必

要もありますので、最小の費用で最大の効果、これで簡素・効率という、こ

ういう考え方で、いい悪いはあります。しかし、一つの考え方で全部体系立

てて裏打ちされているわけですね。 

 鈴木知事の日本一、幸福が実感できる三重県、代表質問の答弁等をお伺い

していますと、自らと大切な仲間の安心・安全を確保するとか、個性を生か

し自分の夢を実現する、産業経済などでも働く場が確保される、幸福実感の

条件をいろいろ挙げられていますが、その実現のために先ほどの先導・変革

を読みますと、三重県が独自で行財政改革を先導し、変革のトップランナー

を目指しますというここら辺の言葉のつながりが、理念との関係がよく見え

てこないんです。改革をやる必要があるということは確かに書かれています

が、その辺の理念との関係がよく見えてこない。改革することが非常に大切

なのはよくわかっていますが、日本一、幸福が実感できる三重を実現するの

にこの三つのキーワードがどうかかわってくるのか、ここをもう一度御説明

いただけませんでしょうか。 

○知事（鈴木英敬） 御質問いただきましたその三つのキーワード、先導・変

革、自立・創造、簡素・効率ということが日本一、幸福を実感できる三重と

いうものの施策展開にどうつながっていくのかという御質問と理解をしてお

りますけれども、このキーワードと日本一、幸福を実感できる三重というこ

とについては、まず、この日本一、幸福を実感できる三重というものをつく

るための、先ほど議員からも安心・安全の部分であるとか、幾つか御紹介い

ただきましたが、その施策体系をつくっていかなければなりません。その施

策体系を支えていくためには、先ほども申し上げたような経営という観点か

らも行財政改革や、あるいは自己変革の組織風土づくりをやっていかなけれ
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ばならないということでありまして、私が要は１対１対応という関係で今こ

の場で御説明することができないのでありますけれども、それは実は私自身

は北川知事のときの行政改革、あるいは野呂知事のときにやられた行政改革、

それに対してやはり両方ともいろいろな評価があって、それに対して私がこ

の知事という職に当たってトップダウンで押しつけのように何か物を進める

と、行財政改革を進めるということに対して一定の危惧をする思いというん

ですか、混乱を招いてしまうのではないかというような、そういう思いも私

も一方で持っていたり、あるいは毎日政策を展開する中でもそういうことを

余り押しつけ的に思いっきりトップダウン的なものでやるということは、そ

ういう進め方はよくないのではないかなというふうに考えておりまして、キ

ーワードとして、あるいは先ほど申し上げたなぜ行財政改革をやらなければ

ならないのかということについては申し上げ、方向性を県庁の中でも出させ

ていただいておりますが、それをじゃ、どういうふうに実践していくのか、

それぞれのキーワードと施策展開をどう結びつけていくのかということにつ

いては、やたらと押しつけをするのではなく、県庁の皆さんと一緒に議論を

して、丁寧に積み上げて、そして、議員各位にまた御報告申し上げ、県民の

皆さんに届くようにしていきたいと、そう考えております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 余り抽象的な話ばかりしているとおもしろくないのかも

わかりませんが、早い時期に一度全体の体系とそれぞれのキーワードと知事

が目指す目標、これを一度御説明をいただく、そういう機会をぜひつくって

いただきたいと、こう思います。 

 それから、県の組織の見直しもやはり一定の理念できちっと進めていかな

ければいけないと、こう思いますので、県民局という言葉は今死語にはなっ

ておりますけれども、県民局等の見直し等をこれからもしされるとすれば、

そういう理念的な裏打ちといいますか、そういうものも明確にぜひお示しを

いただきたいと、こう思います。 

 この議論はやっていてもなかなか終わりません。ぜひその点、近い時期に
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ぜひお示しをいただきたいということをお願いさせていただきたいと思いま

す。 

 次に、三重県版事業仕分けにつきまして少しお伺いをしたいと思います。 

 知事は県の行財政推進本部の設置に伴います会見で、今後の改革の進め方

について特定のモデルはないと。いいところはつまみ食いし、これまでの仕

組みも無駄にならないような仕組みをみんなで考えようと、そのような意向

を示されました。三重県版の事業仕分けに関しては、過去、北川さんが知事

をやっているときにつくった基準も参考にしながら今基準をつくっていると

いうようなことを語ったと新聞にも出ております。 

 私は、ここで言われている過去に北川さんが知事をやっていたときにつく

った基準というのは公的関与の考え方かなと、こう思っておったんですが、

代表質問の答弁で、まず、庁内で平成23年度予算計上されたすべての事務事

業約1900本を妥当性、必要性、それから、有効性、効率性、緊要性、この五

つの視点で検証すると。その上で外部有識者の意見を聞く、このようにおっ

しゃっております。この妥当性だとか有効性というのは、いわゆる事業仕分

けの一つのポイントだろうと、こう思っておるんですが、北川さんのときの

公的関与の考え方というのは、簡素で効率的な県行政、これを実現していく

ためには民間部門と公的部門の役割分担、本来これは県がやらなきゃいけな

いことなのかどうかという、これをチェックしていくというのが基本だった

と思っています。これは、当時はやっていましたニュー・パブリック・マネ

ジメントの、例えばカナダだとか、ああいうところでやっていた歳出削減の

手法を取り入れられたということなんですね。これもまた先ほど言いました

ように、住民満足度の向上というのがベースの考え方でこういうことをされ

たというふうに理解をしています。 

 その当時、その考え方に基づいて約3200あった事務事業をすべて見直され

て、各担当部と合意に至らなかった、たしか275ぐらいあったと思うんです

が、その合意されなかったものだけが公表をされました。議会は、その275

本の事業が公表されたのを受けて、議会に行政改革調査特別委員会というの



 －309－

を設けまして、私もその委員に入れていただいたんですが、それをどうする

かということを議論させていただいたわけです。 

 その特別委員会は、委員が座っていまして、当時の総務部長、例の村尾さ

んが総務部長です、大蔵省から来られて。その方と担当部長が我々の見てい

る目の前でこれは要るか要らないかの議論をするわけですね。例えば当時の

土木部長が何とか建設期成同盟会なんかで毎年東京に陳情に行く。この事業

は絶対に要るんだ、このお金は要るんだと、こう主張されても、村尾さんが

こんなものは無駄だから要らないと目の前でやるわけですよ。大蔵省にこん

なものを持ってこられても私は全部ごみ箱に捨てていたから意味がないと、

こういうふうな話があって、また、私どももそれぞれの部長に質問をして、

そこで議論をさせていただいた。結果、275のうち、我々の特別委員会の委

員長報告を受けて200以上の事業が廃止になったと、そのように記憶をして

おります。 

 今回、庁内でまず議論をされて、それから、今度、外部の有識者の意見を

聞いて絞り込んでくるということですが、やはり議会の議論にそういう事業

の廃止だとか、存続だとか、リニューアルだとか、こういうものはさらすべ

きだと、このように思っておりますが、知事のお考えをお伺いしたいと思い

ます。 

○知事（鈴木英敬） 三重県版事業仕分けの進め方、そして、それに対する議

会にどう対応していくのかという御質問かと思いますが、今回、三重県版事

業仕分け、先ほど議員からも御指摘ありましたように、まず、庁内において

事業目的の妥当性、県関与の必要性、手段の有効性、手段の効率性、事業の

緊要性、この五つの視点から評価、検証を行って、そして、外部の有識者に

ゆだねるという段取りを考えています。 

 先ほどの県関与の必要性という部分につきましては、議員からも御指摘あ

りました県が担う領域の判断基準というものを、これは北川知事のときにで

き上がったものを新しい時代の公という考え方を踏まえて平成18年６月に修

正したものが現在ありますけれども、それも活用してやってまいりたいとい
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うふうに考えております。 

 三重県版というところで特徴というものについては、すべての事務事業を

対象とするということや、あるいは仕分けの結果として事業の拡大というの

もあり得るという、そういうようなこととか、あるいは先ほど申し上げた県

独自の基準を設けているというようなことを特徴としております。 

 そして、議会への御報告などについてでありますけれども、まず、庁内で

実施したもの、それを民間の外部の方々に議論していただく前に９月の会議

で御報告をさせていただいて、そして、いただいた御意見を反映するなどし

てまいりたいと考えております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） ９月会議で御提示をいただくということですから、当然、

議会としてはそれを受けてのいろんな取組をしなければいけないと、こう思

っております。議長のほうにもぜひお願いをしたいんですが、９月の会議で

こういう事業仕分けの一定の中間案みたいなものですね、それが提示されて

議会で議論するということになれば、そういう議論する場をぜひ設けていた

だきたい。これは議長のほうにお願いをさせていただきたいと思います。 

 いずれにしても、この行財政改革というのは大変なことでありまして、当

然痛みを伴うわけであります。これは会見での話ですからそのまま言葉を受

け取って言うのもなんなんですが、いいところだけつまみ食いしてというよ

うな、そういうなかなか調子のええ話で、こういう痛みを伴う行財政改革と

いうのは僕はできないと、こう思っておりますから、ぜひ覚悟を持って臨ん

でいただきたい、そのようにお願いをさせていただきたいと思います。 

 また、同時に、議会というのは公開の原則のもとに正当に選挙された議員

の討議の場でありますから、ここの議会の討議の結果というものは出ました

らぜひ知事のほうでも尊重していただきたい。心からお願いをさせていただ

きたいと思います。 

 では、次の質問に移らせていただきたいと思います。 

 新県立博物館についてであります。これはいろいろ議論がありました。知
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事は３日の提案説明及び全員協議会で新県立博物館の建設を続行するという

ことを表明され、決意を持ってぶれずに進みたい旨のお話をされました。ま

た、年間運営費の２割削減ですとか、現の県立博物館、これを県負担なしで

解決策を提示するというようなことを７項目挙げられて、それを前提として

整備を進めるんだと、このように示されたところであります。 

 私は、知事には当初から議会の議決を尊重していただきたいということを

申し上げてまいりました。その意味は、議会が議決したから何でもかんでも

その議決に従ってくれということではなしに、そんな無条件に従えというこ

とではなく、当然のことですから、知事がかわりましたから、前の知事の時

代に決定されたことですとか、前の知事の時代に推進してきたことを新しい

知事が自ら検証して引き続き推進していくのかどうか、御自身も納得された

上で県民にも説明責任ができるんだということになってから、そういう確証

が自分自身でまとめられてから発表されるというのは当たり前のことではあ

ると思います。しかし、同時に申し上げてきたのは、知事はゼロベースで検

証するというのと議会の議決は尊重すると、この二つをおっしゃったんです

が、まず、検証されるならば、議会が２年間にわたって議論をし、積み上げ

てきたことをまずなぜ議会のほうに聞かれなかったのかということなんです。 

 ちょうど今から３年以上も前ですが、当時の野呂知事が新しい博物館をつ

くりたいんだということを議会のほうに示されました。議会は単に野呂さん

のおっしゃる知事サイドの博物館構想を受け身で議論するだけではなしに、

やはり博物館としてどうあるべきかということも議論しようということで政

策討論会議などを立ち上げて、いろいろ調査をしたり、議論をして議会独自

の博物館構想、こういうものも我々が議論をさせていただいたわけでありま

す。 

 また、博物館建設が本県の三重県の財政に中長期的にどのような影響があ

るか、こういうことも検証しなければいけないということで、三重県議会基

本条例第13条の調査機関であります財政問題調査会、ここにこれを諮問しま

して、そこでいろいろ専門の先生方、有識者に御調査をいただいて、その検
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証結果もいただき、ライフサイクルコストの概念ですとか、県民参加型の博

物館をつくったほうがいい、そのような御意見もいただいて、それをまた訴

えて、議会の意見というのはこの博物館構想の中に反映をさせていくことが

できたわけですね。 

 最後には、また県民の皆さん方のアンケートをしたらどうかということを

提案させていただいて、これも議会でいろいろ議論ありました。しかし、執

行部のほうでアンケート調査をしていただいて、その結果、まだ多くの人、

７割ぐらいの方が博物館をつくるということを御存じなかったり、今ある博

物館が閉鎖されているということも御存じなかったり、ほとんど周知徹底さ

れていないということで、こういう努力をさらに続けてくださいという、そ

のことを入れた三つの条件をつけた附帯決議をした上で議決をしたわけであ

ります。 

 やはり議会がどのような議論を積み上げてきて、どのような考え方でこの

博物館というのを認めたんだということをまず議会のほうに聞かれてから、

当然ですが、御納得のいくまで検証されたほうがよかったのではないかと、

そう思っておりますが、今回の決定に至るまでのプロセス、もう一度御説明

をいただきたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 御質問いただきました新県立博物館の検証プロセスでな

ぜ議会の意見を聞かなかったのかということでありますけれども、私は、県

議会の皆様が新県立博物館の整備についてこれまで時間をかけて詳細に調査、

検討を行い、議会の総意という形で建築について承認をいただいたと認識し

ております。 

 その積み上げてきた調査、検討について、直接面と向かって議会の皆様に

お話を伺うということはしませんでしたけれども、検証の一環として、先ほ

どありました財政問題調査会や、あるいは承認に当たって付していただいた

附帯決議など、それらの蓄積にしっかりと目を通し、勉強をさせていただき

ました。 
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 私は、新博物館の整備について三谷議員と、当時議長でありましたけれど

も、初めてごあいさつした際も、博物館は議会で決めたことだと、しっかり

尊重するようにという趣旨のお言葉もいただいておりました。 

 いずれにしましても、そのような県議会の皆様が検討、調査されたその方

向性が明確になっているということを重く受けとめつつ、一方で、知事とし

て将来にわたって県民の皆様に責任を持って説明をできるよう、私なりに確

認をするべきであると考えておりました。そのため、ゼロベースで様々な観

点から検証を進めてきたところであります。県議会の皆様へは、自分の考え

が固まった後に御説明すべきであると考えておりましたので、先日ようやく

その機会を持てたということでございます。 

 私としましては、新博物館の整備に関してようやく皆様と同じスタートラ

インに立てたところだと思っております。いよいよ具体的なつくり込みのと

きになってまいりました。今後とも活発な議論を通じて議員各位の御意見を

積極的にいただきながら、ともによりよい県民の皆様のためになる博物館づ

くりを進めていきたいと強く考えております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 知事が検証をされて、その結果、建設を続行するんだと

いうことの御説明をいただきまして、理解をいたしております。 

 その結論に至ることにつきましては、それはそれで評価をさせていただき

たいと思いますが、その評価をした上でもう１点お伺いをさせていただきた

いと思います。 

 私、知事の「英敬ブログ」というものの愛読者といいますか、知事から言

わせれば愛すべきウオッチャーの１人でございまして、時々のぞかせていた

だいております。日本一お忙しい身でありながら、私よりも相当まじめに更

新をされているということに心から敬意を表したいと、こう思いますが、そ

の「英敬ブログ」の３月12日に書かれていることを拝見しますと、これは３

月12日ですから大震災の翌日ですね。 

 目に見えるものへの対応が優先されてしまいます。しかし、命がなくなっ
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てからでは遅い。災害が来なかったらその投資が無駄になるなんて言ってい

る場合ではないと、このように書かれた後、私は県立博物館の新設に100億

円かけるなら、県内の学校、病院、介護施設、道路、堤防などの耐震を総点

検し、大規模地震への備えに予算を使い、命を守る備えをするべきと考えて

いますと、こう言い切っておられるわけですね。そして、危機管理はリーダ

ーシップが問われますと。ここで言うリーダーシップとは、その決断と先見

性ですと、このように書かれておられます。そして、阪神大震災での経験等

を少し書かれて、全力で取り組みますというふうに結ばれておるわけであり

ます。 

 当然、大震災の翌日のことですから少々気が高ぶっているという部分もあ

るかもわかりませんし、また、当然、３月12日ですから、知事になられてい

ませんので気楽に書かれた部分もあるかもしれません。しかし、３月12日と

いいますと、３月24日が知事選告示、もうあと10日余りでいよいよ本番とい

うことです。その前日の11日には私は桑名の某所で知事とニアミスですれ違

っているんです。山本勝議員が連れて歩いておられまして、選挙運動ではな

しに講演会活動だと思っていましたが、私も講演会活動をしておりまして、

すれ違った。それくらい緊迫した状況でありますから、このブログの内容を

見て知事に１票を入れられた方があるかもしれません。その決断と先見性に

期待して、博物館建設をやめて、ここで言う学校、病院、介護施設、道路、

堤防などの耐震を総点検して、大規模地震への備えに予算を使うと、こう言

われている候補者に入れたのかもわからない。 

 今回、博物館の結論を出すために２カ月近く検証をされた。しかし、この

ブログを書かれたときはほとんどそういう検証なしにこの結論を書かれてい

るのではないかと、こう思っておりまして、このあたりの知事になられる前

の話ですから、私が今ここでどうこう言うのもおかしいかもわかりませんが、

建設を中止するんだと選挙前は言われて、選挙が終わるとゼロベースで点検

するんだと。最後は建設をするというような、こういう結論の流れの中で、

せんだってのみんなの党の中西議員が言われたようなそういう県民からのお
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怒りもあったのではないかと、こう思いますが、知事のお考えがあればもう

一遍お聞かせいただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） ブログ、読んでいただきましてありがとうございます。

私も、「三谷てつおの県議会日記」、しっかり拝読させていただきたいと思

っております。 

 先ほどの私のブログで書いた件でありますけど、３月12日の件であります

が、その文章自体についても、県立博物館をやめて100億円あったらという

例え話で書いてありますので、やめてということは明確に書いていないと思

いますが、しかし、そういう言った言わないの不毛議論というんですか、こ

ういう議会基本条例にありますように、この議会の場は立場や違いを踏まえ

て緊張感を持って県政発展のために議論をする場ですから、言った言わない

などのそういう言いわけを私はするつもりはありませんけれども、そういう

意味で今言っていただいた検証のプロセスで、いろんな自分の中での心の揺

れ動きや試行錯誤はありましたけれども、一貫して続行中止というその結論

については明示してきていなかったつもりであります。 

 そんな中で、いろんな御質問のされ方、いろんな場面、いろんなところで

の言葉のぶれみたいなのはあったかもしれません。それについては私の未熟

なところであったり、あるいは説明不足な点があったのかなと思っておりま

す。 

 いずれにしましても、２カ月をかけて検証し、そして、議会の皆様にも責

任を持って御説明をさせていただいたわけでありますから、今後、そこはも

うぶれることなく、覚悟を持って県民の皆様に御理解を得て、そして、本当

にいい博物館を建設していけるように頑張ってまいりたいと思います。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 言葉のぶれはあっても今後はぜひぶれずに決意を持って

お願いをしたいと思います。 

 余り時間がないので、新エネルギー対策、これについて少し質問をさせて

いただきたいと思います。 



 －316－

 知事は政策集でもうかる三重、県民所得を常時全国３位以内にする。この

項の中で太陽光や風力などクリーンエネルギーに関する研究機関や企業を集

結させるクリーンエネルギーバレー、仮称ですけれども、を展開し、三重県

を世界のクリーンエネルギーの最先端地域にすると、こういうふうに書かれ

ております。 

 また、提案説明の中でも、当面注力していく課題や取組の一つとして、エ

ネルギー政策について国や電気事業者に任せるのではなく、地方も担うべき

ことを明確にすることとし、今年度中に県の新エネルギービジョンを策定し、

強力に推進していくと、このようにも書かれております。 

 また、同時に、平成23年度の県政運営の考え方でも、福島第一原子力発電

所の事故や浜岡原子力発電所の全面運転停止を踏まえ、電力供給の不足への

対応を検討するとともに、将来に向けたエネルギー対策について検討し、新

エネルギービジョンを今年度中に策定すると、このようにも書かれておりま

す。 

 こういう考え方の具体的な展開として、三重県新エネルギー推進本部にか

わって三重県エネルギー対策本部、これを設置されたんだろうと、こう思っ

ておりますが、このエネルギー対策本部の役割というのは記者会見で五つ挙

げられていまして、新エネルギービジョンの策定だとか、新エネルギーの普

及拡大など、こういう項目が出ているんですが、その四つ目に政策集の中で

触れられているクリーンエネルギーバレー構想について述べられております。 

 どういうふうに言われているかといいますと、新エネルギーや省エネルギ

ー技術を活用した産業振興に向けた取組として政策集にクリーンエネルギー

バレーを書いたと、こう述べた上で、クリーンエネルギー、新エネルギーや

再生可能エネルギーに関する研究機関や企業、そういうものを集めてきて産

業振興や地域の活性化につなげるということを具体的にどうしていくのかと

いうことを含めて、企画立案、あるいは研究調査などを行っていきますと、

こういうふうに言われています。ちょっとよくわかりません。非常に明快な

答弁をされている知事にしてはちょっとわかりにくい説明だと、こう思いま
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す。 

 今、本県には、いわゆるバレー構想というのは三つあるわけですね。クリ

スタル、シリコン、メディカル、それぞれ三つあるのはもう御承知ですが、

本県のバレー構想というのは産業をくくりにして、それを集積していくとい

う、そういう発想に立っています。クリスタルは液晶、シリコンは半導体、

メディカルは薬事、医薬品なんかですが、このクリーンエネルギーバレーと

いうのは太陽光や風力なんかの、いわゆるクリーンエネルギー産業の集積を

目指すのか、それともクリーンエネルギーという切り口で今までとはまた違

う新しい展開、新しい産業振興、地域振興を目指すのか、このあたりのとこ

ろを含めて知事の考えておられますクリーンエネルギーバレー構想、これを

御説明いただきたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 御質問いただきましたクリーンエネルギーバレー構想に

ついてでございます。 

 本県においては、先ほど三谷議員からも御指摘ありましたとおり、これま

でクリスタル、シリコン、メディカルの三つのバレー構想を機軸とした戦略

的な企業誘致などに取り組み、川上から川下産業の集積を図ってまいりまし

た。 

 さらに、こうした産業集積の強みを生かし、環境エネルギー関連分野であ

る二次電池や太陽光パネル、燃料電池や排ガス用触媒など、研究開発拠点、

生産工場が立地するなど、一定の成果につながっています。 

 また、大企業、中小企業や大学等の連携による希少金属代替材料やポリマ

ーリチウム二次電池などの研究開発プロジェクトにも取り組むなど、県内企

業の環境エネルギー関連分野への参入を積極的に支援してきたところであり

ます。 

 一方、未曾有の経済危機や地球規模の環境エネルギー問題による市場の変

化などに対応していくためには、より強靱で多様な産業構造への転換を行い、

県内企業の新たな分野への新規参入や取引拡大を促進することなどで経済成
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長の牽引役となる産業を振興していく必要があると強く感じております。 

 このため、将来大きな成長と雇用の創出が期待できるクリーンエネルギー

関連分野の集積を図ることを目指し、１、環境エネルギー関連産業の集積へ

の支援、２、中小企業の新規参入等を促すための人材育成、３、省エネに係

る研究開発の促進、４、企業などを主体とした産学官のネットワークの構築

と多様な連携の促進などの観点に加え、市場や技術の動向、地域のポテンシ

ャルなどを的確に把握し、新事業展開の可能性などについて調査、検討を行

います。今後は、このような取組を産業界をはじめとする多くの関係者と連

携していくことにより、クリーンエネルギー関連産業のさらなる集積を目指

します。 

 以上の視点にも加えて、メーンは産業集積なんですけれども、エネルギー

安全保障の観点から、安全な自立分散型のエネルギー源を確保するというよ

うなことも必要であると考えておりますので、その点からもクリーンエネル

ギーの集積、産業だけじゃなくて、ああいう太陽光発電、メガソーラー的な

ものとか、位置的に集積するかどうかわかりませんけれども、そういうクリ

ーンエネルギーの集積を図るべきと考えております。 

 ですので、御質問ありました観点からは、集積なのかどうかと聞かれます

と、産業集積というものを基本に目的とした構想であり、これはやはり今回

いろんなリーマンショックとか、いろんな未曾有の経済危機の中、何かの産

業に偏っているということでは県内の経済の落ち込みが激しい。例えば自動

車とか半導体というところに偏った産業構造であると、その産業が打撃を受

けた場合に県内経済がどんと落ち込むと。実際、平成20年の県民所得もかな

り落ち込みました。そういうことのないように、産業のポートフォリオの分

散化ということも含めて、今特に成長著しいこういうクリーンエネルギーの

産業集積を図ることが必要であると、そう考えて構想をこれから検討してま

いりたいと思っております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） ということは、基本は産業集積だということですよね。
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そうすると、産業政策なんですよね。これはエネルギー政策の面もあるでし

ょうが、基本はもう産業政策だというふうに理解をさせていただきます。 

 そうしますと、当然、このクリーンエネルギーバレーの産業集積には三重

県企業立地促進条例の対象になっていくというふうに考えていいわけで、つ

まり企業立地したときは補助金の対象になりますよと、というふうに理解し

てよろしいですか。 

○知事（鈴木英敬） 詳細は詰めますけれども、企業立地の枠内、あるいは条

例補助金の対象になると考えております。スキームとかはちょっと詳細を詰

めなきゃいけないですけど。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 世界の最先端地域を目指すというんですから、これは相

当大がかりな話になってくると思います。バレー構想で有名なのは例のシャ

ープの誘致がありますよね。このとき、県が90億円、亀山市が45億円、合計

135億円お金を出してシャープを誘致した。こういう補助金の部分と、もう

一つ、バレー構想には、地域活性化プランですから地域振興プランがセット

になっているんですね。このシャープのときは余り評判はよくなかったです

けど、プロジェクトＣなんていうのがあって、これがセットで雇用だとか、

税収だとか、そういうシミュレーションもあわせて県民のほうに示して、

我々に説明をいただいたわけであります。 

 知事も、もしこれからバレー構想、これ、クリーンエネルギーバレー構想

を進めていかれるということになれば、地域振興プランと補助金のセットの

議論で進められていくというふうなお考えでいいというふうに理解してよろ

しいですか。 

○知事（鈴木英敬） 御質問いただきました地域振興、地域活性化プランとの

関係については、現在のところ、その構想をどういうふうに進めていくかと

か、中身を検討して、今回の補正予算で調査費を上げさせていただいており

ますので、この議会で御承認いただけましたら今後検討を進めていきたいと

思います。 
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   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） だんだん時間がなくなってきて、肝心かなめの話をしな

きゃいけないんですが、せっかく木曽岬から来てもらっているので木曽岬干

拓のメガソーラーも言わないかんのですが、時間があと６分なのでつらいん

ですけれども、省エネ、節電のことで三重県エネルギー対策本部の役割とし

て、企業によって生産プロセスや省エネ化とか効率化について研究される際

には支援していきますよという話があります。 

 私の地元のことで恐縮なんですが、私の地元の会社でグレーチングをやっ

ている会社があるんです。フィリピンだとか、それから、夕張にも工場のあ

る、なかなか堅実に経営をされている会社なんですが、先日そこの社長と話

をしていましたら、グレーチングを切断するのに今まで電気でやっていたと

いうんですね。しかし、この節電の時代なのでもう電気はやめたと。自分の

ところで技術開発をして、それをプレスで切断をするようにしたら電気の使

用量が90％カットできるようになったと、そのように言われているわけです。

その新しい設備を生産ラインの中に全部今度新しくつくって設備投資してい

るというふうなお話なんです。やっぱり節電だとか省エネというのはどうし

ても後ろ向きの議論になりやすいんですが、企業がこういうふうに、ピンチ

はチャンスじゃないですが、前に打ち出していく。こういう積極的な施策に

対してしっかりと県としてサポートしていく、そういう必要があると思いま

すが、お考えをお伺いしたいと思います。 

○農水商工部理事（山川 進） 節電、省エネに関する産業振興につきまして

は、昨年度、県内の中小企業が環境エネルギー関連の製品や技術の性能向上

を行うための性能評価とか技術動向、市場動向に関する調査への支援を行い

ました。 

 本年度からは、今議員が言われましたように、生産プロセスを改善し、省

エネ化を実現するための補助制度や融資制度を設け、生産性の向上や新事業

展開につなげるための支援を行うこととしております。 

 一方、県内の中小企業におきましては、生産プロセスの改善を図り、結果
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的に省エネにもつながるＩＨ技術を活用した製品開発など、大企業と積極的

に連携する新たな動きも見られております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） ぜひそういう企業の事業展開に県として積極的にサポー

トしていただく、そのことをお願いさせていただいて、最後の木曽岬干拓に

メガソーラーをという話をさせていただきたいと思います。 

 代表質問で前野議員が時間切れでメガソーラーと言ったところで終わって

しまったんですが、今日も中森議員も少しメガソーラーの話をされましたが、

電気事業が浜岡原発がとまって大変逼迫してきているというのはもう御存じ

のとおりです。ソフトバンクの孫さんが800億円ぐらいをかけて全国に10カ

所ぐらいそういうメガソーラー基地をつくりたいというようなお話もありま

した。いろんな課題、ありますが、最大の問題は土地だと思うんですね。土

地を大規模に集めてくる。なかなか難しい。たとえ休耕田であろうと、耕作

放棄地であろうと、民有地を一つにまとめるというのはなかなか大変なんで

す。 

 今、全国を見ていますと、一番でかいのが川崎市の浮島、それから、扇島、

このメガソーラー基地でここで34ヘクタールぐらいでやっています。今度、

中部電力がやりかけています武豊なんていうのはもっともっと小さい規模で

あります。 

 木曽岬干拓、ちょうどぐあいよくいよいよ土地が使える寸前まで来ていま

して、今、湾岸から北だけでも37ヘクタール、今度これを何とか広場とか、

何とか原っぱにするんですが、こういうものに使うよりはきちっと農林水産

省の許可をとって、こういう事情ですから、この37ヘクタール、その隣には

土捨て場が20ヘクタールあるんです。ここにメガソーラー基地を置くだけで

すぐ日本一のメガソーラー基地ができる。しかも湾岸から南のほうをずっと

展望しますと、たとえあの評判の悪い野鳥の保護区を除いても300ヘクター

ル以上の広大な平たんな土地が広がっているわけですね。ここへ全部メガソ

ーラーを展開すれば、この間、中部電力の専門家の人に聞いたら200メガワ
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ットの発電も可能じゃないかと、こうおっしゃっています。しかもものづく

りの北勢地域の中にありますし、名古屋には至近の距離で送電ロスも少ない。

ここにぜひメガソーラー、日本一のメガソーラーを日本一の知事を目指す鈴

木英敬さんがつくっていただく、このことをぜひ要望したいと思いますので、

御答弁のほどお願いします。 

○知事（鈴木英敬） メガソーラーにつきましては、地域活性化を含めた自立

分散型のエネルギーとして有力な発電形態の一つであるというふうに考えて

おります。 

 木曽岬干拓地へメガソーラーの設置を行うには、土地利用計画が定められ

ている売買契約に関する東海農政局との協議、愛知県等関係機関との協議、

環境アセスメントの実施に一定の期間を要するなど、多くの課題があります。 

 特に契約書の中にもあるんですけれども、今わんぱく原っぱというところ

から用途を変更する場合には、やむを得ず変更するという詳細な事由、いわ

ば大義名分、それと、具体的な利用計画というものを出して、東海農政局に、

契約の相手方に承認を得なければならないというふうになっておりますので、

直ちに立地するということは困難であると考えておりますけれども、今後国

の支援策などをいろいろ注視していく中で、都市的土地利用としての可能性

についていろんな関係機関の意向を聞いたり、そういう議論を進めていきた

いと考えております。 

   〔44番 三谷哲央議員登壇〕 

○44番（三谷哲央） 平時だと無理だと思いますが、この時期ですから農林水

産省もオーケーと言うだろうと、こう思っておりまして、知事の決断と先見

性に大いに期待をいたしまして、質問を終わらせていただきたいと思います。

ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中村進一） 以上で、県政に対する質問を終了いたします。 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 
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休          会 

○副議長（中村進一） お諮りいたします。明15日から27日までは委員会の付

託議案審査等のため休会といたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（中村進一） 御異議なしと認め、明15日から27日までは委員会の付

託議案審査等のため休会とすることに決定いたしました。 

 ６月28日は、定刻より本会議を開きます。 

 

散          会 

○副議長（中村進一） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時２分散会 


